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平成２９年度 第４回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 
 

○日時  平成３０年１月１９日（金）１４：００～ 

○場所  新居浜市役所 ３階 応接会議室  

 

 

  １．開 会 

         

２．協議事項      

   
  (1) 新居浜市地域公共交通網形成計画の策定について 

    
 (2) 平成２９年度地域公共交通確保維持改善事業(平成２８ 
   年１０月～平成２９年９月分)の事業評価(案)について 

 
(3) 平成２９年度地域公共交通調査事業（計画策定）の事業 

    評価(案)について 
   
      
  ３．閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 

法 
第６条
第２項
第 1 号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 寺田 政則 

 経済部長 鴻上 浩宣 

法 
第６条
第２項
第 2 号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 
新居地区旅客自動車協同組
合 

代表理事 渡部 光男 

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 田所 秀志 

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝 

 愛媛県バス協会 専務理事 稲荷 和重 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 窪 仁志 

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 白石 昌史 

 
国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 

副所長 森本 英二 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察署 交通課長 田村 修也 

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 理事 星加 勝一 

 新居浜市老人クラブ連合会 事務局長 三木 博喜 

 新居浜市女性連合協議会 総務 今村 美鈴 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 地域福祉課長 越智 千鶴子 

監 事 新居浜商工会議所 産業創出課長 矢野 英司 

 新居浜市医師会 理事 永易 大典 

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志 

 愛媛県東予地方局総務企画部 地域政策課長 中川 美奈子 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査) 

谷本 昌啓 

 
首席運輸企画
専門官 
(総務・企画観光) 

山下 文明 

 
事務局 

事務局長 新居浜市経済部運輸観光課 課長 宮崎 司 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 安永 亮浩 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 正岡 大典 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 町田 京三 

事業担当・出納員 新居浜市経済部運輸観光課 係長 二宮 由佳 
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別添１ 

【評価項目の評価基準】 
 
④事業実施の適切性 

A：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された 
B：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった 
C：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった 

 
⑤目標・効果達成状況 

A：事業が計画に位置付けられた目標を達成した（する見込み） 
B：事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点があった（一部達成できない見込み） 
C：事業が計画に位置付けられた目標を達成できなかった（達成できない見込み） 

協議事項（２）平成２９年度地域公共交通確保維持改善事業(平成２８年１０月～平成２９年

９月分)の事業評価（案）について 

 

協議事項（１）新居浜市地域公共交通網形成計画の策定について   

資料１、資料２、資料３（当日配布予定）、資料４ 
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協議事項（３）平成２９年度地域公共交通調査事業（計画策定）の事業評価（案）について 

【評価項目の評価基準】 
 
②事業実施の適切性 

A：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された 
B：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった 
C：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった 

※フィーダー系統概要 別紙① 

 

※地域公共交通調査事業概要 別紙② 
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○登録者数（１２月末日現在） 

 上部西エリア ７２９世帯 １，０９７人 

 上部東エリア ６１１世帯   ９４０人 

 川東エリア  ６４７世帯 １，００１人  計 １，９８７世帯 ３，０３８人 

 ※年齢構成 50代まで ３１８（１０．５％） 60代以上 ２，７２０（８９．５％） 

 

 

○これまでの利用状況 

 

 平成 22 年度 計（運行日数 56 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １４２人 ８６人 １．５人 ９１台 ０．９人 

上部東エリア １７１人 ９５人 １．７人 ８７台 １．１人 

川東エリア ７６人  ４７人 ０．８人  ４５台 １．０人 

 ３８９人 ２２８人 ４．１人 ２２３台 １．０人 

 ※利用者内訳 大人 193 人 障がい者 35人 利用料収入 105,250 円 

 

 

 

 

 平成 23年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 124 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ２６７人 ２３７人 １．９人 ２１０台 １．１人 

上部東エリア ２３１人 ２３１人 １．９人 ２１４台 １．１人 

川東エリア １０３人 １５８人 １．３人 １３８台 １．１人 

 ６０１人 ６２６人 ５．０人 ５６２台 １．１人 

 ※利用者内訳 大人 458 人 障がい者 168 人 利用料収入 271,000 円 

 

 

 

 

 平成 23年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３２２人 ６７６人 ５．６人 ５８８台 １．１人 

上部東エリア ２６９人 ５６９人 ４．７人 ５００台 １．１人 

川東エリア １１３人 ２８８人 ２．４人 ２２７台 １．３人 

 ７０４人 １，５３３人 １２．７人 １，３１５台 １．２人 

※利用者内訳 大人 912 人・大人割引者 621 人・小人 0 人    

割引内訳 障がい者割引 本人 504 人・介護 7 人 療育割引 本人 1 人    

精神保健割引 本人 1人特定疾患割引 本人 33 人・介護 12人   

運転免許自主返納者割引 63 人  

利用料収入 611,250 円 

 

 

参考   デマンドタクシーの利用状況等について 
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平成 24 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３５１人 １，０５１人 ８．４人 ７６７台 １．４人 

上部東エリア ２８２人 ６１９人 ５．０人 ４９８台 １．２人 

川東エリア １１４人 ２９０人 ２．３人 ２４８台 １．２人 

 ７４７人 １，９６０人 １５．７人 １，５１３台 １．３人 

※利用者内訳 大人 1052 人・大人割引者 906 人・小人 0人・無料乳幼児 2 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 608 人・介護 21 人 療育割引 本人 4人     

特定疾患割引 本人 23 人・介護 5人   
運転免許自主返納者割引 245 人 

利用料収入 752,500 円 
 

平成 24 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３６４人 １，１９８人 １０．０人 ８１８台 １．５人 

上部東エリア ２９８人 ８４４人 ７．０人 ５８６台 １．４人 

川東エリア １１４人 ３３３人 ２．８人 ２６１台 １．３人 

 ７７６人 ２，３７５人 １９．８人 １，６６５台 １．４人 

※利用者内訳 大人 1,303 人、大人割引者 1,069 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 697 人･介護 29人  

療育割引 本人 13 人･介護 10 人  精神保健割引 本人 2 人  
特定疾患割引 本人 27 人・介護 20人   
運転免許自主返納者割引 271 人 

小人 1人、小人割引者 2人(障がい者介護) 
利用料収入 919,260 円（※小人の内 2 人は割引者：130 円で計算） 

 
平成 25 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３７３人 １，４５７人 １１．７人 ８８８台 １．６人 

上部東エリア ３１３人 １，１１６人 ８．９人 ７００台 １．６人 

川東エリア １１６人 ４８１人 ３．８人 ３６０台 １．３人 

 ８０２人 ３，０５４人 ２４．４人 １，９４８台 １．６人 

※利用者内訳 大人 1,624 人、大人割引者 1,430 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1031 人･介護 41 人  

精神保健割引 本人 3人   
特定疾患割引 本人 39 人・介護 13人   
運転免許自主返納者割引 303 人 

利用料収入 1,169,500 円 
 

平成 25 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 119 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ６３１人 ２，０６６人 １７．０人 １，０３９台 ２．０人 

上部東エリア ５７６人 ２，１２０人 １７．８人 １，００１台 ２．１人 

川東エリア ５６５人 １，１６８人 ９．８人 ６６３台 １．８人 

 １，７７２人 ５，３５４人 ４５．０人 ２，７０３台 ２．０人 

※利用者内訳 大人 2,725 人、大人割引者 2,629 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1,616 人･介護 160 人  

特定疾患割引 本人 41 人・介護 23人   
運転免許自主返納者割引 789 人 

利用料収入 2,019,750 円 
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平成 26 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ６８３人 ２，４８３人 １９．９人 １，１９５台 ２．１人 

上部東エリア ６１７人 ２，４６０人 １９．７人 １，０９４台 ２．２人 

川東エリア ６１６人 １，７３８人 １３．９人 ８１０台 ２．２人 

 １，９１６人 ６，６８１人 ５３．５人 ３，０９９台 ２．２人 

※利用者内訳 大人 3,634 人、大人割引者 3,047 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1,697 人･介護 167 人  

特定疾患割引 本人 57 人・介護 27人   
運転免許自主返納者割引 1，099 人 

利用料収入 2,578,750 円 
平成 26 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 119 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ７７１人 ２，６３９人 ２２．２人 １，２１１台 ２．２人 

上部東エリア ６９８人 ２，５０１人 ２１．０人 １，１０８台 ２．３人 

川東エリア ７４０人 ２，０６５人 １７．４人 ８６１台 ２．４人 

 ２，２０９人 ７，２０５人 ６０．８人 ３，１８０台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,670 人、大人割引者 3,535 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,045 人･介護 146 人  

療育手帳 本人 4 人 被爆者健康手帳本人 6 人 
特定疾患割引 本人 41 人・介護 25人                 
運転免許自主返納者割引 1，268 人 

利用料収入 2,718,750 円 
 
 

平成 27 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 123 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ８５１人 ２，７６３人 ２２．５人 １，２４２台 ２．２人 

上部東エリア ７４８人 ２，６７１人 ２１．７人 １，１９６台 ２．２人 

川東エリア ７８６人 １，９９８人 １６．２人 ８７８台 ２．３人 

 ２，３８５人 ７，４３２人 ６０．４人 ３，３１６台 ２．２人 

※利用者内訳 大人 3,822 人、大人割引者 3,600 人・小人 8人・無料乳幼児 2人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,122 人･介護 127 人 

 療育手帳 本人・28 人 被爆者健康手帳 本人 8人 
特定疾患割引 本人 27 人・介護 17人   
運転免許自主返納者割引 1，271 人 

利用料収入 2,813,000 円 
平成 27 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ９２０人 ３，２０６人 ２６．７人 １，３５０台 ２．４人 

上部東エリア ７９０人 ２，８４８人 ２３．７人 １，２４９台 ２．３人 

川東エリア ８５１人 ２，０７４人 １７．２人 ８９５台 ２．３人 

 ２，５６１人 ８，１２８人 ６７．７人 ３，４９４台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,841 人、大人割引者 4,285 人・小人 0人・無料乳幼児 2人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,386 人･介護 170 人 

 療育手帳 本人・35 人 被爆者健康手帳 本人 1人 
  精神障がい者 本人 3人・介護１人  
戦傷病者本人 2 人・介護 2人 
特定疾患割引 本人 36 人・介護 20人   
運転免許自主返納者割引 1,629 人 

利用料収入 2,991,750 円 
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平成 28 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 123 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ９７３人 ３，５５０人 ２８．９人 １，５１１台 ２．３人 

上部東エリア ８２５人 ３，２９０人 ２６．７人 １，３６６台 ２．４人 

川東エリア ８９２人 ２，３３３人 １９．０人 １，０４８台 ２．２人 

 ２，６９０人 ９，１７３人 ７４．６人 ３，９２５台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,891 人、大人割引者 5,282 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,440 人･介護 131 人 

 療育手帳 本人 17人   精神障がい者 本人 5人 
特定疾患割引 本人 61 人・介護 40人   
運転免許自主返納者割引 2,588 人 

利用料収入 3,266,000 円 
 
 

平成 28 年度下半期(10 月～3月)  （運行日数 平日 120 日、土曜日 24日） 
                 ※運行日数は 132 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０２８人 ３，５０６人 ２４．３人 １，５１８台 ２．３人 

上部東エリア ８８３人 ３，７１３人 ２５．８人 １，５２０台 ２．４人 

川東エリア ９５２人 ２，４７６人 １７．２人 １，１２６台 ２．２人 

 ２，８６３人 ９，６９５人 ６７．３人 ４，１６４台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 4,232 人、大人割引者 5,463 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,201 人･介護 159 人 

 精神障がい者 本人 3人   被爆者健康手帳本人 1 人 
特定疾患割引 本人 54 人・介護 23人   
運転免許自主返納者割引 3,022 人 

利用料収入 3,481,750 円 
 

 

平成 29 年度上半期(4 月～9月)  （運行日数 平日 124 日、土曜日 25日） 
                ※運行日数は 136.5 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０８０人 ３，８８３人 ２６．１人 １，５９３台 ２．４人 

上部東エリア ９１９人 ４，２５０人 ２８．５人 １，６５３台 ２．６人 

川東エリア ９８６人 ２，４５８人 １６．５人 １，１６９台 ２．１人 

 ２，９８５人 １０，５９１人 ７１．１人 ４，４１５台 ２．４人 

※利用者内訳 大人 4,057 人、大人割引者 6,534 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,733 人･介護 185 人 

 精神障がい者 本人 8人   戦傷病者 本人 1人 
特定疾患割引 本人 87 人・介護 31人   
運転免許自主返納者割引 3,489 人 

利用料収入 3,662,000 円 
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※平成２９年１０月以降月別利用者数 

平成 29 年 10 月（運行日数 平日 21日 土曜日 4日） 

エリア 登録者数 利用者数 運行台数 

上部西エリア １，０８５人 ５８６人 ２５１台 

上部東エリア ９２４人 ６４７人 ２６３台 

川東エリア ９９２人 ４０２人 １９０台 

 ３，００１人 １，６３５人 ７０４台 
 ※利用者内訳 大人 579 人 小人 0人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 416 人･介護 38 人 精神障がい者 本人 5人 
特定疾患割引 本人 8人 運転免許自主返納者割引 589 人     

利用料収入 553,500 円 

（平日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０８５人 ５３７人 ２５．６人 ２２６台 ２．４人 

上部東エリア ９２４人 ５９２人 ２８．２人 ２３７台 ２．５人 

川東エリア ９９２人 ３６７人 １７．５人 １７３台 ２．１人 

 ３，００１人 １，４９６人 ７１．２人 ６３６台 ２．４人 

（土曜日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０８５人 ４９人 １２．３人 ２５台 ２．０人 

上部東エリア ９２４人 ５５人 １３．８人 ２６台 ２．１人 

川東エリア ９９２人 ３５人 ８．８人 １７台 ２．１人 

 ３，００１人 １３９人 ３４．８人 ６８台 ２．０人 

 

 

平成 29 年 11 月（運行日数 平日 20日 土曜日 4日） 

エリア 登録者数 利用者数 運行台数 

上部西エリア １，０８９人 ５９３人 ２６３台 

上部東エリア ９２８人 ６７１人 ２５８台 

川東エリア ９９６人 ３８９人 １９３台 

 ３，０１３人 １，６５３人 ７１４台 
 ※利用者内訳 大人 583 人 小人 0人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 435 人･介護 31 人 精神障がい者 本人 1人 
特定疾患割引 本人 18 人・介護 6人 運転免許自主返納者割引 579 人     

利用料収入 559,000 円 

（平日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０８９人 ５４０人 ２７．０人 ２３６台 ２．３人 

上部東エリア ９２８人 ６０８人 ３０．４人 ２３１台 ２．６人 

川東エリア ９９６人 ３５６人 １７．８人 １７１台 ２．１人 

 ３，０１３人 １，５０４人 ７５．２人 ６３８台 ２．４人 

（土曜日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０８９人 ５３人 １３．３人 ２７台 ２．０人 

上部東エリア ９２８人 ６３人 １５．８人 ２７台 ２．３人 

川東エリア ９９６人 ３３人 ８．３人 ２２台 １．５人 

 ３，０１３人 １４９人 ３７．３人 ７６台 ２．０人 
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地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（抜粋） 

 

第１編 共通事項 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特

性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシ

ステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共交通の

確保・維持・改善を支援することを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 「生活交通確保維持改善計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のために、

都道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会（以

下「協議会」という。）又は都道府県若しくは市区町村が、地域の生活交通の実情

のニーズを的確に把握しつつ、当該協議会での議論を経て策定する地域の特性・実

情に応じた最適の移動手段の提供、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの

導入等移動に当たっての様々な障害の解消等を図るための取組についての計画を

いう。 

二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地

域において地域の特性・実状に最適な交通手段を確保・維持するために生活交通確

保維持改善計画（当該計画に代えて策定される地域間幹線系統確保維持計画、地域

内フィーダー系統確保維持計画及び離島航路確保維持計画及び離島航空路確保維

持計画を含む。）に基づいて実施される事業をいう。 

 

（協議会） 

第３条 前条第１項第一号の協議会は、以下の者によって構成される。 

一 関係する都道府県又は市区町村 

二 関係する交通事業者又は交通施設管理者等 

三 地方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を含む。以下「地方運輸局等」

という。）又は地方航空局 

四 その他地域の生活交通の実状、その確保・維持・改善の取組に精通する者等協議

会が必要と認める者 

（中略） 

５ 協議会は、補助対象事業ごとに補助対象事業について評価を行い、その結果につい

て地方運輸局又は地方航空局の長に報告しなければならない。 
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地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価実施細目（抜粋） 

 

１．事業評価の目的 

地域公共交通確保維持改善事業の事業評価は、協議会が、生活交通確保維持改善

計画（交付要綱の規定に基づき、生活交通確保維持改善計画に代えることができる

各種計画を含む。）に位置付けられた補助対象事業について、事業の実施状況の確

認、目標達成状況等の評価を行うことによって、補助対象事業がより効果的、効率

的に推進されることを目的とする。 

 

２．評価項目 

（１）地域公共交通確保維持事業（離島航路構造改革事業に係る調査事業を除く。）及 

び地域公共交通バリア解消促進等事業 

地域公共交通確保維持事業及び地域公共交通バリア解消促進等事業（以下「生活

交通確保維持改善計画に基づく事業」という。）の評価については、運行系統、離

島航（空）路、施設等の別ごとに、以下の評価項目について実施することを原則と 

するが、下記③について、生活交通確保維持改善計画において複数の運行系統、設 

備等を包括して目標・効果が記載されている場合は、事業の性質に応じ、当該複数 

運行系統、設備等を包括的に評価することができるものとする。 

 （中略） 

①前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況 

過去に実施した類似事業又は先行事業の評価結果を反映させた場合は、その事業 

評価結果をどのように反映させたのかを明らかにすること。 

②事業実施の適切性 

生活交通確保維持改善計画に基づく事業が適切に実施された（されている）か、

評価を行うこと。計画どおり実施されなかった（されていない）場合には、理由等

を明らかにすること。 

③生活交通確保維持改善計画における目標・効果の達成状況 

生活交通確保維持改善計画に位置付けられた定量的な目標・効果が達成された

（達成できる見込み）か、設定した目標ごとに分析を行うこと。目標・効果が達成

できなかった（達成できない見込み）場合には、理由等を分析の上明らかにするこ

と。 

④事業の今後の改善点 

実施した事業について改善点があるかどうかを、事業の目的の達成状況を考慮し 

た上で検証すること。 

必要に応じて、上記の検証結果を踏まえて地域における今後の取り組みでの具体 

的な改善策（又は改善の方向性）を検討すること（改善策は、事業者の取り組みだ 

けでなく、地域の取り組みについて広く検討すること。）。特に、地域公共交通確  

保維持事業においては、評価結果を生活交通確保維持改善計画にどのように反映さ
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せるか、方向性又は具体的な内容を検討すること。 

併せて、より適切な目標設定について検討すること。 

 

（２）計画策定に係る事業（離島航路構造改革事業に係る調査事業、地域公共交通調査

事業（計画策定事業）及び地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業）） 

  事業が適切に実施され、計画策定につながるものとなっているか、調査結果を整理 

し評価する。適切に実施されなかった場合には、理由等を明らかにする。 

  さらに、生活交通確保維持改善計画等の計画策定に向けた方針も明らかにする。 

 

３．事業評価 

（１）自己評価（一次評価）の報告 

実施要領６．（１）①に定める地方運輸局等への評価の報告については、別添１ 

に掲げる様式に基づいて実施するものとする。 

この場合において、地域公共交通確保維持事業（離島航路構造改革事業に係る調 

査事業を除く。）又は地域公共交通バリア解消促進等事業（利用環境改善促進等事 

業に限る。）に係る評価を実施している協議会にあっては、別添１－２に掲げる様 

式に基づいて、当該協議会が生活交通確保維持改善計画に掲げる地域の交通の目指 

す姿（利用環境改善促進等事業において生活交通確保維持改善計画に代えて生活交 

通改善事業計画を策定している場合にあっては、事業実施の目的・必要性。）を報 

告するものとする。ただし、当該報告は二次評価の実施対象とはしない。 
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（１）基本方針と目標

【基本方針１】

コンパクトなまちづくりを誘導する公共交通網の形成

【基本方針３】

市民・交通事業者・行政の協働による公共交通の維持

【基本方針２】

便利で使いやすい公共交通の形成

【目標1】

都市拠点への公共交通を利用した外出の増加

【目標2】

生活の様々な場面で公共交通の利用を増加

【目標3】

三位一体で公共交通を運営維持

【基本理念】

いつまでも暮らしやすいまちを支える、使いやすい持続可能な公共交通網の形成

まちづくりと一体となって使いやすい公共交通網を形成し、市民・交通事業者・行政が支え合う取り組みを推進する。

１．基本方針と目標（修正）
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【基本方針１】

 コンパクトなまちづくりを誘導する公共交通網の形成

【目標１】

 都市拠点への公共交通を利用した外出の増加

【目標値1-1】

 都市拠点におけるバス総乗降者数
現況：815人 ⇒ 将来（H34)：978人

◇指標の意味

• 路線バスのネットワークの見直しを行うことにより、都市拠点へのアクセスや都市拠点間の移動がしやすくなることが期待される。
これら拠点を結ぶ公共交通の利用者が増加すると考え、拠点のバス停における乗降者数を評価する。

◇指標の算定方法

• 新居浜駅・イオンモール新居浜・住友病院前・市役所前・東町バス停の乗降者数を計測しその総和を算出する。

◇目標値の設定方法

• バス路線の維持のためにも利用者数の確保が必要であり、長期総合計画で設定した目標値である公共交通利用者数44万人が
現況（H28）よりも1.2倍を目指していることから、現況の総乗降者数の1.2倍を目標値として設定する。なお、現況（H28）の値は、
平成28年3月実施の乗降調査結果に基づく。

（２）目標値

１．基本方針と目標（修正）

【目標値1-2】

 デマンド交通の交通結節点への利用者数の割合
現況：13.6％ ⇒ 将来（H34) ：27.2％以上

◇指標の意味

• デマンドタクシーの見直しにより、その役割が路線バスや鉄道駅へのアクセス手段となることが期待される。デマンドタクシーによ
るバス路線や鉄道駅へのアクセス利用者が増加することを評価する。

◇指標の算定方法

• デマンドタクシー利用者のうち、交通施設（駅・バス停）への利用者数の割合を算出する。

◇目標値の設定方法

• デマンドタクシー利用者のうち、交通施設へのアクセスとして利用している利用者数を増やしていくことが求められる。そこで、現
状の交通施設（駅・バス停）への利用者数の倍増を目標値として設定する。なお、現況（H28）の値は、運行記録票における交通
施設（駅・バス停）へのアクセスとして利用している利用者数の割合に基づく。

追加
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【基本方針２】

 便利で使いやすい公共交通網の形成

【目標2】

 生活の様々な場面で公共交通の利用を増加

【目標値2-1】

 路線バス利用者数
現況：981人/日 ⇒ 将来（H34) ：1,177人/日

◇指標の意味

• コンパクトなまちづくりが進んだ都市の姿として、徒歩や公共交通による移動が主体となっていることを目指す。これにより、路線
バスの利用者が増加することを評価する。

◇指標の算定方法

• 新居浜市内バス停（せとうちバス及び別子山地域バス）の全体利用者数を算出する。

◇目標値の設定方法

• バス路線の維持のためにも利用者数の確保が必要であり、長期総合計画で設定した目標値である公共交通利用者数44万人が
現況（H28）よりも1.2倍を目指していることから、現況の総乗降者数の1.2倍を目標値として設定する。なお、現況（H28）の値は、
実績データの日平均利用者数に基づく。

【目標値2-2】

 バスサービスを受ける人口割合
現況：63.3％ ⇒ 将来（H34) ：68.3％

◇指標の意味

• 人口減少が見込まれる中であるが、路線網再編によりバスサービス圏を見直すことで、バスサービス圏内に居住する人口の割合
が増加することが期待されることから、バスサービスを受けることができる人口割合を評価します。

◇指標の算定方法

• バス勢圏内人口と総人口から算出する。

◇目標値の設定方法

• 現時点において路線網再編案は未定だが、少なくとも、現況よりも利便性を高め、バスサービス圏に人口を誘導していくことが立
地適正化計画との連携の観点から必要である。そこで、バスサービス圏の人口の５％増を目標値として設定する。なお、現況（
H28）の値は、平成22年国勢調査の人口から作成した100ｍメッシュデータに基づく。

（２）目標値

１．基本方針と目標（修正）

修正（調査1日の結果から年間の平均値に変更）

修正（数値を修正、現状以上から５％増に変更）
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【基本方針３】

 市民・交通事業者・行政の協働による公共交通の維持

【目標3】

 三位一体で公共交通を運営維持

【目標値3-1】 （交通事業者）

 バス路線の収入
現況：2億900万円 ⇒ 将来（H34) ：2億3,000万円

◇指標の意味

• 公共交通の運営にあたっては、市民・交通事業者・行政の三者がそれぞれ責任を果たし、協働により支えることで公共交通網を
維持していくことを目指す。これにより、公共交通の収入が改善されることを評価する。

◇指標の算定方法

• バス路線の年間収入を算出する。

◇目標値の設定方法

• バス路線の維持のためにも利用者数の確保が必要であり、利用者数は現況（H28）の1.2倍を目指しているが、高齢者の増加に
よる割引対象者の利用者数の増加等を考慮し、1.1倍として設定する。なお、現況（H28）の値は、実績データに基づく。

【目標値3-2】 （行政）

 市の財政負担額
現況：4,970万円 ⇒ 将来（H34) ： 4,970万円以下（現状以下）

◇指標の意味

• 公共交通の運営にあたっては、市民・交通事業者・行政の三者がそれぞれ責任を果たし、協働により支えることで公共交通網を
維持していくことを目指す。これにより、公共交通の収支が改善され、その結果として市の財政負担が軽減されることを評価する。

◇指標の算定方法

• 市の財政負担額を算出する。

◇目標値の設定方法

• 市は、バス事業者がバスを運営するのに不足する分を負担しているが、利用者が増加しても、運行経費が増加した場合、必ずし
も行政の負担が減るわけではない。このため、少なくとも現状以上の負担とならないようにすることを目指し、現状の市財政負担
額を目標値として設定する。なお、現況（H28）の値は、実績データに基づく。

（２）目標値

１．基本方針と目標（修正）

修正（現状以上から1.1倍に変更）
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【基本方針３】

 市民・交通事業者・行政の協働による公共交通の維持

【目標3】

 三位一体で公共交通を運営維持

【目標値3-2】 （市民）

 市民の意識変化（公共交通が必要不可欠な手段であるという認識率）
現況：12.8％ ⇒ 将来（H34) ：25.6％

◇指標の意味

• 公共交通の運営にあたっては、市民・交通事業者・行政の三者がそれぞれ責任を果たし、協働により支えることで公共交通網を
維持していくことを目指す。これにより、公共交通に対する認識が変化することを評価する。

• ◇指標の算定方法

• アンケート調査により市民意識を把握する。

• ◇目標値の設定方法

• アンケート調査結果から、高齢者になると必要不可欠との認識に変化する人が多いと考えられるが、これに加えて、さらに必要不
可欠との認識をもつ市民を増やすことが必要。

• 高齢者は比較的必要不可欠と認識している人が多く、今後高齢化により、認識率は自然増加することを踏まえ、現状よりも倍増
することを目標値として設定する。

（２）目標値

１．基本方針と目標（修正）
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（１）基本方針や目標達成のための取組施策の体系

２．基本方針や目標達成のための取組施策

基本方針 取組施策

基本方針1：コンパクトなまちづくりを先導
する公共交通網の形成

① 効率よく都市拠点へアクセスするバス路線網の再編

② 路線バスと連携したデマンドタクシーへの見直し

基本方針2：便利で使いやすい公共交通網
の形成

③ バス路線間やバス路線・デマンドタクシー間の乗継を考慮した運賃制度の検討

④ 快適なバス待ち環境の整備

⑤ 一目で行き先が分かるバスナンバーの導入

⑥ 利便性を高めるバス情報の提供

⑦ 誰もが使いやすいバリアフリーに対応した車両の導入

⑧ バス停までのアクセス性を高めるサイクル＆バスライド

基本方針3：市民・交通事業者・行政の協働
による公共交通の維持

⑨ 企業が主体となったエコ通勤の実施

⑩ 健康促進に着目した公共交通転換の実施

⑪ ノーマイカーデーの実施

⑫ 交通環境学習の実施

⑬ 公共交通ガイドブックの更新・充実



施設名 ① 効率よく都市拠点へアクセスするバス路線網の再編

取組内容  都市拠点を結ぶ区間を基幹公共交通軸として、一定の運行本数を確保するとともに、各拠点間へのア

クセス利便性を高めます。

 現状以上にバス車両を増加することは運転手ならびに車両確保の観点から厳しいことから、効率的に

運行するためのネットワークの見直しが重要となります。

 バス停間の利用ODを踏まえ、特定の区間に集中するバスを他区間の運行に変更する、あるいは目的地

を変更するなどにより、市全体として利便性を向上するよう現状のバス路線網を見直します。

 都市拠点を中心とした循環バスの導入ついても検討を行います。

【再編前】

【再編後】

取組実施
主体

新居浜市、交通事業者

取組実施
期間

2018年度～2020年度

7

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策

 

多喜浜駅

一宮町
周辺

新居浜駅

別子

大島

黒島

中萩駅

昭和通り
登り道周辺

前田町
周辺

都市機能誘導区域
居住誘導区域  

多喜浜駅

一宮町
周辺

別子

大島

黒島

中萩駅

都市機能誘導区域
居住誘導区域

昭和通り
登り道周辺

前田町
周辺

新居浜駅
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（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策

施設名 ② 路線バスと連携したデマンドタクシーへの見直し

取組内容  バス停から離れていて路線バスの利用が不便な方でも、便利に利用できるようにデマンドタクシーの

利用可能な目的地・施設、利用者の負担額および事業者への支払い額の見直しを検討し、更なるバス

利用者の増加につなげます。

取組実施
主体

新居浜市、交通事業者

取組実施
期間

2018年度～2020年度



施設名 ③ バス路線間やバス路線・デマンドタクシー間の乗継を考慮した運賃制度の検討

取組内容  バス路線網再編やデマンドタクシーの見直しにより乗継が必要となる利用者の金銭的負担を軽減する

ために運賃制度を検討します。

【乗継割引制度の事例（小野市）】

出典：小野市HP

取組実施
主体

新居浜市、交通事業者

取組実施
期間

2018年度～2020年度

9

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ④ 快適なバス待ち環境の整備

取組内容  バス利用者が多く、歩道空間に余裕のあるバス停では、年間を通して快適にバスを待てるよう、雨風

や暑さをしのぐ上屋や休憩できるベンチ等を設置します。

 歩道空間が狭くバス待ち環境整備が難しい場合は、例えば、バス停の近隣にあるコンビニと連携し、

店舗内のイートインスペースにバス運行情報を表示し、待合空間として活用する等の近隣施設との連

携によるバス待ち環境整備も検討します。

【上屋やベンチが整備されたバス待ち環境（高木入口バス停）】

取組実施
主体

新居浜市、交通事業者

取組実施
期間

2018年度～2022年度

10

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑤ 一目で行き先がわかるバスナンバーの導入

取組内容  どのバスに乗れば、どこへ行くのかが一目でわかるよう、バス路線にナンバリングし、バスの方向幕

やバス停、時刻表等にバスナンバーを表記します。

【バス路線ナンバリングの事例】

出典：八戸市資料

取組実施
主体

新居浜市、交通事業者

取組実施
期間

2018年度～2020年度

11

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑥ 利便性を高めるバス情報の提供

取組内容  バスに関する情報提供の充実を図るために、スマートフォンや携帯電話でバスの運行状況やバスの運

行経路、遅れ時間等が確認できるようなバスロケーションシステムを導入します。

 JR新居浜駅やイオンモール新居浜等の拠点バス停では、デジタルサイネージによるバスの運行情報を

提供します。

【バスロケーションシステムの例（深谷市）】

出典：深谷市HP

【駅やショッピングセンターでのデジタルサイネージによる

バス運行情報提供の例（新潟市）】

取組実施
主体

交通事業者

取組実施
期間

2018年度～202２年度

12

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策

対象となるバスの運行経路と

バスの走行位置を地図上に

表示

走行位置とバス到着までの時

間を表示 新潟駅前 イオン店舗内

駅前広場でバス運行情報や乗り場の案

内等総合的な情報を提供

イートインコーナーでバス

運行情報を提供



施設名 ⑦ 誰もが使いやすいバリアフリーに対応した車両の導入

取組内容  誰もが使いやすい環境を実現するため、バリアフリーに対応したノンステップ車両の導入を促進しま

す。

【ノンステップバス】

出典：せとうちバス

取組実施
主体

交通事業者

取組実施
期間

2018年度～202２年度

13

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑧ バス停までのアクセス性を高めるサイクル＆バスライド

取組内容  公共交通空白地域におけるバス停までのアクセス利便性の向上を図るため、バス停付近の歩道等の空

間や近隣施設の駐輪場を活用して、駐輪スペースを確保し、サイクル＆バスライドを推進します。

【サイクル＆バスライドの事例（茅ヶ崎市）】

出典：茅ヶ崎市HP

取組実施
主体

新居浜市

取組実施
期間

2018年度～202２年度

14

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑨ 企業が主体となったエコ通勤の実施

取組内容  過度に自動車に依存した状況から公共交通への転換を図るために、社会的責任（CSR）の観点から、

また各事業所の効率的な経営の観点から、企業が主体的に通勤交通の自動車からの転換を図るために、

通勤手当の見直し等の取り組みを実施します

【エコ通勤の事例】

出典：国土交通省HP

取組実施
主体

市民、交通事業者、新居浜市

取組実施
期間

2018年度～202２年度

15

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑩ 健康促進に着目した公共交通転換の実施

取組内容  公共交通への転換を促す強い動機付けとして健康促進に着目し、自動車利用と公共交通利用による健

康への影響の差を示し、公共交通への転換を図る取り組みを進めます。

【健康促進を動機付けとした公共交通への転換促進の事例（川西市）】

出典：川西市HP

取組実施
主体

市民、交通事業者、新居浜市

取組実施
期間

2018年度～202２年度

16

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑪ ノーマイカーデーの実施

取組内容  公共交通を利用した通勤への転換を促すために、官民一体となって自動車の利用を自主的に抑制する

日として、愛媛県が県内を対象に実施している愛媛県ノーマイカー通勤デーを推進します。

 実施に当たっては、市が率先して実行するとともに、市内の大規模事業所への協力を働きかけていき

ます。

【愛媛県ノーマイカー通勤デーの概要】

出典：愛媛県HP

取組実施
主体

市民、交通事業者、新居浜市

取組実施
期間

2018年度～202２年度

17

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策

■ノーマイカー通勤デーの概要

 ノーカーデーの実施は月１回とし、県内各事業所が任

意に定める１日。

 参加対象は、ノーカーデー実施の趣旨に賛同する県

内通勤者とし、県内に事業所を有する企業、団体、

官公庁等全ての機関が参加できる

 協賛事業所は、参加者への優遇サービスを提供



施設名 ⑫ 交通環境学習の実施

取組内容  過度に自動車に依存した状況から公共交通への転換を図るために、小学校の授業の中で自動車を使う

ことによる様々な影響を、自分たちで調べ、まとめ、発表し、自発的な交通行動変容を取れるように

促す交通環境学習を実施します。

 子供たちやお年寄りにバスの乗り方を教える教室など、具体にバスに触れる体験学習を実施します。

【バスの乗り方教室の様子】

出典：新居浜市

取組実施
主体

市民、交通事業者、新居浜市

取組実施
期間

2018年度～202２年度

18

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策



施設名 ⑬ 公共交通ガイドブックの更新・充実

取組内容
 公共交通について知ってもらい、積極的な利用を促すために、「公共交通ガイドブック」の更なる充

実を図ります。

 現在のガイドブックに掲載している情報に加えて、バスの乗り方や駐輪場の位置、時刻表の調べ方、

お得な割引情報、公共交通利用のメリット等のバス利用のきかっけを創出する情報を追加します。

 作成したガイドブックは、HPで広く公開するとともに、新規転入者には、転入手続きの際に、他の書

類と合わせて配布します。

取組実施
主体

新居浜市

取組実施
期間

2018年度～202２年度

19

（２）基本方針や目標達成のための取組施策

２．基本方針や目標達成のための取組施策
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３．推進体制

新居浜市地域公共交通活性化協議会

【協議会の目的】

地域の実情に応じて乗合運送の形態のサービス水準等について協議を行うとともに、地域公共交通網形

成計画及び地域公共交通の確保・維持・改善に向けた最適な移動手段の提供等を図るための計画の策

定、及び実施・進捗管理に関する協議等を行う

【協議会の構成】

【協議会での検討事項】

地域の実情に応じた運行形態、運賃、路線、使用車両、運行時刻等

地域公共交通網形成計画の策定及び実施・進捗管理

目的を達成するための必要事項

住民・利用者

・新居浜市連合自治会

・新居浜市老人クラブ連合会

・新居浜市女性連合協議会

・新居浜市社会福祉協議会

・新居浜商工会議所

・新居浜市医師会

・瀬戸内運輸労働組合

行政

・新居浜市

・愛媛県東予地方局建設部

・国土交通省四国地方整備局松山

河川国道事務所

・新居浜警察署

・愛媛県東予地方局総務企画部

・国土交通省四国運輸局愛媛運輸

支局

交通事業者

・新居地区旅客自動車協同組合

・愛媛県ハイヤー・タクシー協会

・瀬戸内運輸株式会社

・愛媛県バス協会

・四国旅客鉄道株式会社

• 市民・交通事業者・行政が、各々連携を図りながら、計画に基づいて取組施策を推進し、目指す将
来像に近づいていくためには、施策の実施状況やその効果を確認し、必要に応じて施策や計画その
ものを見直し、目指すべき将来像に向かって着実に進んでいくことが必要

• 地域公共交通網形成計画の推進を図る体制として、本市の公共交通にかかわる協議会である「新
居浜市地域公共交通活性化協議会」において、計画を推進・進捗管理
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（１） 進捗管理

４．計画達成状況の評価と検証の方法

• 実施計画の立案・最適化（Plan）、計画的な施策の実施（Do）、目標に対する達成度の評価と課題・
問題点の整理（Check）、改善策の検討（Act）というPDCAサイクルで進行管理行い、次年度以降に
つなげながら計画を推進

• 目標に対する達成度の評価については、新居浜市地域公共交通活性化協議会おいて毎年度実施

 

ステップアップ 

目指す将来像 

現在の姿 
時間軸 

将来 現在 

ステップアップ 

ステップアップ 
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（２） 評価と検証に必要なデータなどの収集方法

４．計画達成状況の評価と検証の方法

収集する主体 収集データ 収集方法 収集頻度

せとうちバス
路線バス利用者数 実績データ 1年に1回

バス路線の収入 実績データ 1年に1回

デマンドタクシー運行事業者 デマンドタクシー利用者数 運行記録票 1年に1回

新居浜市

バスサービス圏 路線網データ 2年に1回

人口関連データ 国勢調査データを利用 5年に1回

市の公共交通に関する補助金額 実績データ 1年に1回

市民の公共交通が必要不可欠な手段
であるという認識率

アンケート調査 1年に1回

JR新居浜駅前・イオンモール新居
浜・住友病院前・市役所前・東町バ
ス停の総乗降者数

乗降調査 1年に1回

• 計画の進捗や事業による効果、また目標の達成状況の評価・検証に必要な各種データを、関係者
が協力して定期的に収集



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        公共交通のネットワーク 

 

【都市拠点】 新居浜市の中心となる地区 

市民全体の方々が利用する公共施設、商業

施設が集約された地区や交通結節点など 

【地域拠点】 都市拠点を補完する地区 

その地域の方々が利用する公共施設や商

業施設が集約された地区 

 

広域連携軸

基幹公共交通軸

支線交通軸

デマンド交通

高齢者が増え、移動困難者が増加する 

利用者の減少により、サービスの維持ができなくなる。 

現状・問題点 

新居浜市地域公共交通網形成計画の策定 （平成 30 年 3 月策定予定） 

解決すべき課題 

目指すべきまちづくりを実現するネットワークの形成 
人口減少の中でもバス交通利用者を維持し、運行サービスを向上させ

るためには、公共交通利用を中心とした集約型都市構造である『コンパク
トシティ・プラス・ネットワーク』の実現が必要となります。また、土地利用と一
体となった公共交通ネットワークを検討する必要があります。 

市の補助が継続困難になることが懸念 

公共交通サービスが求められる範囲が広がり、運行効率が低下 

行き先がわかりにくく、迂回している場合も有 
団子運行があり、運行頻度に見合ったサービスの提供となっていない 
 

 

過度に自動車に依存しており、人・環境に負荷を与えている 

公共交通の必要性に対する意識が低く、将来的な移動困難者となる 

それぞれの問題点は、市民・交通事業者・行政それぞれにとって、
生活（移動）、事業活動、都市経営・市民サービスの継続が困難に
なるような負の連鎖を形成しており、将来的に現在の公共交通サービ
スを維持することができない可能性があり、移動困難者を多く発生させ
る危険性があります。 

利用実態やニーズに応じたサービスの見直し 
高齢者の増加による移動困難者の増加に対応し、現在の行き先が分

かりにくい利用状況を解消するためには、利用ニーズに応じて、サービスや
形態を見直し、利便性を高める必要があります。 

また、利用者の増加を図るためには、人口が集中している地区及び増
加が見込まれる地区へ、路線を配置することで、バス交通圏域の人口を増
加させる必要があります。 

持続可能性、公益性に関する意識の醸成 
過度な自動車依存、将来的な移動困難者の増加を防ぐため、さらに、

公的負担の増加を抑制、公的資金充当の必要性の理解を得るために
は、公共交通の持続可能性を理解していただき、公益性に対する認識、
普段の移動に対する考え方を改める機運の醸成が必要となります。 

コンパクトなまちづくりを先導する公共交通網の形成 
都市拠点へのアクセス性向上や、都市拠点間の移動のしやすさを向上することで、公
共交通による都市拠点への来訪を増加させる。 

◆取組施策◆ ● 効率よく都市拠点へアクセスするバス路線網の再編 

● 路線バスと連携したデマンドタクシーへの見直し 

便利で使いやすい公共交通網の形成 
利用実態やニーズに応じたサービスへの見直しを図り、公共交通を利用しやすくする

ことで、通勤や通学、買物、通院等の様々な場面での利用を増加させる。 

◆取組施策◆ ● 快適なバス待ち環境の整備  

● 一目で行き先がわかるバスナンバーの導入 

● 誰もが使いやすいバリアフリーに対応した車両の導入 

● 乗継を考慮した運賃制度の導入        など 

市民・交通事業者・行政の協働による公共交通の維持 
関係する市民・交通事業者・行政のみんなで、公共交通を積極的に利用する生活

への転換に取り組み、公共交通利用を増加させる。 

◆取組施策◆ ● 健康促進に着目した公共交通転換の実施 

● 交通環境学習の実施 

● 公共交通ガイドブックの更新・充実       など 

都市の外延化 

財政逼迫 

人口減少 

自動車依存の進行 

移動困難者が増加 

運行サービスの低下 

必要性に対する意識の低下 

運行資金の減少 

利用者が減少 

高齢化 

自動車への依存 

重要度の低下 

利便性の低下 運行状況 

計画期間：平成３０年度から５年間 
計画区域：新居浜市域 
目   的：まちづくりと連携し、将来にわたって持続可能な

公共交通体系を形成する必要があり、本市が
中心となって、事業者や市民と連携しながら、取
り組みを進めていくため、公共交通のマスタープラ
ンとして策定する。 

年間利用者数(H28 年度) 
鉄道      159   万人 
路線バス 35   万人 
デマンドタクシー 1.9 万人 
別子山地域バス 0.65 万人 
渡海船 11   万人 

公共交通網形成計画とは 
 
地域公共交通の現状・問題点、課題の整理を踏まえて、公共交通

ネットワーク全体を一体的に形づくり、持続させることを目的に、地域全
体の公共交通の在り方を、住民・交通事業者・行政が連携しなから取
り組みを進める、公共交通のマスタープランとしての役割を果たすもの。 

基本方針・取組施策 

《 基本理念 》 

いつまでも暮らしやすいまちを支える、 

使いやすい持続可能な公共交通網の形成 
 
まちづくりと一体となって使いやすい公共交通網を形成し、市民・
交通事業者・行政が支え合う取り組みを推進する。 

基幹公共交通軸、支線軸、デマンド交通の 

3 つによるネットワークの形成を目指す 
基幹公共交通軸 

JR 新居浜駅を中心に南北を貫き、都市機能

誘導区域内の都市拠点を結ぶ軸を基幹公共交

通軸として位置付ける。 

拠点へのアクセス性や拠点間の周遊性を確

保するための高いサービスを目指します。 

支線軸 

市の郊外部と JR 新居浜駅等の拠点を

結ぶ軸を支線軸と位置付ける。 

基幹公共交通軸までアクセスできるよう

にし拠点へのアクセスを確保するようにし

ます。 

デマンド交通 

公共交通空白地域では、デマンド型交通によ

って、基幹公共交通軸や支線軸までアクセスで

きるようにし、拠点へのアクセスを確保するよう

にします。 

資料３ 
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序章  はじめに 

1  計画策定の背景 

人口減少、少子高齢化が加速度的に進行し、公共交通事業を取り巻く環境が年々厳しさを増

している中、特に地方部においては、公共交通機関の輸送人員の減少により、公共交通ネット

ワークの縮小やサービス水準の一層の低下が懸念されております。 

その一方で、人口減少社会において地域の活力を維持・強化するためには、コンパクトなま

ちづくりと連携して、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の考えのもと、地域公共

交通網を確保することが重要であります。 

 

このような中で、国において交通政策基本法の制定（平成 25 年 11 月）や地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律（以下、「活性化再生法」という。）の改正（平成 26年 11月）

が行われ、まちづくりと連携した交通計画の策定が求められています。活性化再生法の中では、

地方公共団体が策定する交通計画として、地域公共交通網形成計画が位置付けられています。 

 

新居浜市では、本計画と並行して策定している立地適正化計画に合わせ、まちづくりと連携

した持続可能な公共交通ネットワークを形成するため、新居浜市地域公共交通網形成計画を策

定します。 
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2  計画の位置付け 

新居浜市では、20 年後を見据えた都市交通施策などを取りまとめた都市交通マスタープラン

を平成 21 年 3 月に策定し、それと合わせ、都市交通施策の 10 年間の実行計画となる都市交

通戦略を策定しています。 

さらに、平成 23 年 3 月に地域公共交通総合連携計画を策定し、デマンド型乗り合いタクシ

ーの運行等を実施しています。 

地域公共交通網形成計画は、将来の都市構造や土地利用等のまちづくり基本計画である立地

適正化計画の策定に合わせ、まちづくりと一体となった、公共交通維持・存続に向けた公共交

通のマスタープランとして策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （策定中） 

 

図 1 地域公共交通網形成計画の位置付け 

（H20 年度策定 H21～40 年度計画） 

※H30 年度見直し予定 

第五次新居浜市長期総合計画 

都市計画マスタープラン 

立地適正化計画 

都市交通マスタープラン 

地域公共交通総合連携計画 

（H22年度策定 H23～25年度計画） 

（H25年度策定 H26～30年度計画） 

※地域公共交通活性化再生法の改正に

より現在は任意の計画 

都市交通戦略 

（H20年度策定 H21～30年度計画） 

（H25年度に、H26～30年度の後期戦略

の見直しを実施） 

地域公共交通網形成計画 

基本的な方針を踏襲 
 

〈現行の連携計画に追加する事項〉 

・コンパクトシティ実現に向けたまち

づくりとの連携 

・地域全体を見渡した面的な公共交通

ネットワークの再構築 

移行（修正） 
 

 

「地域公共交通活性化再生法」 

H26.11 法改正 

 

 

（H13～32年度計画） 

交通分野 

連携 
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3  計画の区域と対象交通 

本計画の対象区域は新居浜市全域とし、対象とする交通は、鉄道、路線バス、別子山地域バ

ス、デマンドタクシー、タクシー、渡海船、中距離フェリーとします。 

 

 

図 2 計画区域 

4  計画期間 

計画期間は、平成 30年度からの 5年間とします。 

5  計画策定までの流れ 

本計画の策定に当たっては、行政、公共交通事業者、公共交通の利用者等で構成する「新居

浜市地域公共交通活性化協議会」で協議・検討を行い、パブリックコメントを実施し、市民の

意見を反映させて策定しました。 

 

多喜浜駅 
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第１章  地域の現状 

1  人口動向 

1.1 人口・世帯数 

(1) 人口・世帯数の推移 

昭和 35 年に 125,688 人だった新居浜市の人口は、昭和 55 年の 132,339 人をピーク

に減少傾向にあり、平成27 年は 119,903 人となっています。 

人口減少が進む中、昭和35 年に 29,167 千世帯だった新居浜市の世帯数は、平成 27年

には 50,653世帯と増加傾向にあります。 

1 世帯あたりの人口は、昭和 35 年が 4.3 人であるのに対し、平成 27 年は 2.4 人と減少

傾向で、核家族化の進行や単身世帯の増加が考えられます。 

 

 
出典：国勢調査 

図 3 新居浜市の人口・世帯数の推移 

 

 
出典：国勢調査 

図 4 新居浜市の 1世帯あたりの人口の推移 
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(2) 年齢階層別人口の推移 

新居浜市の年齢階層別人口割合は、15～64 歳の生産年齢人口割合は昭和 55 年の 67％

から平成 27年には 56％と大きく減少しています。一方、65 歳以上の高齢者人口の割合は

昭和 55年の10％から平成 27年には 31％と大きく高齢化が進行しており、超高齢社会と

なっています。 

 

 
出典：国勢調査 

図 5 新居浜市の年齢階層別人口割合の推移 

 

(3) 小学校区別人口 

小学校区別人口は中萩小学校区の 19,964人が最も多く、次いで金子小学校区、高津小学

校区と続き、1万人を超える小学校区は 6 校区となっています。 

 

 
出典：国勢調査（H27） 

図 6 新居浜市の小学校区別人口 
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(4) 将来人口の見通し 

新居浜市の人口は昭和 55 年を境に減少傾向に転じており、平成 32 年（2020 年）以降

も減少傾向となる見通しです。さらに、平成 47 年（2035 年）からは 10 万人を下回り、

平成 27年人口に対して約 8 割に減少する見込みとなっています。 

また、将来的には高齢化率は 35％を超えることが見込まれています。 

 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所 

図 7 将来人口の見通し 

 

 
 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 

図 8 将来の年齢階層別人口割合の見通し 
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1.2 人口分布 

(1) 人口分布 

川西地区は比較的人口が集中している地区であり、上部地区や川東地区は、広い範囲に薄

く人口が分布しています。 

 

 
出典：国勢調査（H22）より作成 

図 9 人口分布 

 100m メッシュ推計人口（人） 
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(2) DID の変遷 

DID（人口集中地区）は昭和３５年以降、平成 12年まで拡大してきました。特に、川東地

区の八幡周辺と新居浜駅周辺は、平成以降に急速に拡大しています。 

DID 人口密度は昭和 35 年以降減少傾向にあり、市街地が低密に拡大している傾向にあり

ます。 

 

 
出典：国勢調査 統計地理情報 

図 10  DID（人口集中地区）の変遷 

 

 

  
出典：国勢調査 

図 11  DID 面積と DID 人口、DID 人口密度の推移 
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2  施設の立地状況 

2.1 土地利用の変遷 

新居浜市の土地利用状況は、線引き※廃止前の平成９年と線引き廃止後を比べると、多くの農

地が建物用地に変わっています。特に、八幡周辺と庄内町周辺、中萩駅周辺においてその傾向

が顕著に現れています。 

 
※線引き：都市計画区域において、すでに市街地を形成している区域およびおおむね 10 年以内に優先的かつ計

画的に市街化を図るべき「市街化区域」と市街化が抑制される「市街化調整区域」に区分すること。 

 

【平成 9 年】 

 

 

【平成 26 年】 

 
出典：国土数値情報 

図 12 土地利用の変遷 
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2.2 公共公益施設の分布 

市民生活に必要な各種サービスを提供する都市機能である医療施設、福祉施設、文化施設、

商業施設は、比較的広範囲に分布しています。 

 

 
出典：国土数値情報 医療機関データ（H25） 

図 13 医療施設の分布 

 
出典：国土数値情報 福祉施設データ（H27） 

図 14 福祉施設の分布 
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出典：国土数値情報 文化施設データ（H26） 

図 15 文化施設の分布 

 

 
出典：ナビタイム 

図 16 商業施設の分布 
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3  上位関連計画 

3.1 新居浜市都市計画マスタープラン ～光都プラン 21～ 

都市計画マスタープランは、平成 28年 3 月に策定され、JR 新居浜駅周辺地区、一宮町・繁

本町周辺地区、昭和通り・登り道沿道地区、前田町周辺地区を都市拠点地区として位置付け、

これらを南北に縦断する都心中心軸が設定さています。 

 

◆基本理念                 ◆基本目標 

「ゆとりと豊かさにあふれ、 

活力と魅力のあるきらりと光るまち」 

◆将来都市像 

～あかがねのまち、笑顔輝く～ 

産業・環境共生都市 

 

 

 

 

◆将来の都市構造図 
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◆都市構造基本フレーム 

「複合臨海部」「丘陵部」「平野部」「複合山地部」「山間部」の区域に大別されます。 

◆土地利用の誘導方針 

立地適正化計画等によるコンパクトなまちづくりへの対応、地域連携が確保された集約

型都市実現のため、計画的な土地利用の誘導等を図っていく必要があります。 

◆渡海船・バス等に関する施策 

都市機能の集約を目指す都市拠点と周辺地域を連絡する公共交通として、JR 新居浜駅

等を結節点とする路線バスの円滑な運行を民間バス事業者の協力を得て促進し、いつまで

も暮らしやすいコンパクトなまちづくりを推進していきます。 

また、高齢化社会に対応した新たな公共交通（デマンドタクシー）、過疎山間部「別子

山」、離島「大島」との交通手段を確保し、住民の利便性の向上を図るように努めます。 

さらに、人と環境にやさしいバス運輸体系の確立のため、低床低公害型車両の導入や、

屋根やベンチのあるバス停の設置等によるバス待ち環境の向上について関係機関に働きか

けていきます。 

◆都市づくりにおける基本体系図 
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3.2 新居浜市立地適正化計画（策定中：H28 年度～H30 年度） 

新居浜市立地適正化計画においては、「既存市街地の人口の低密化と拡散の抑制の重要性」、

「既存市街地の都市機能・人口集積を生かしたまちづくりの重要性」をまちづくりの視点とし

て、基本理念及び将来都市像に基づく計画を検討しています。 

 

◆基本理念 

本市固有の恵まれた自然、育まれてきた歴史や文化等の風土が人々の生活の中で息づき、

市民の自由な生活活動を支えるとともに、本市独自の個性が光る「ゆとりと豊かさにあふれ、

活力と魅力のあるきらりと光るまち」を目指していきます。 

◆将来都市像 

第五次新居浜市長期総合計画に定める「-あかがねのまち 笑顔輝く- 産業・環境共生都

市」を目指します。 

◆まちづくりの視点 

＜既存市街地の人口の低密化と拡散の抑制の重要性＞ 

既存市街地の人口の低密化と拡散が全体的に進行しており、空地・空き家増大による居住

環境の悪化や、人口減少による各種生活サービス施設の撤退・廃業、コミュニティや賑わい

の低下、公共施設・サービスの維持に係る負担増加、それらによる居住地等としての資産価

値低下や、新たな民間活動等の停滞など、様々な将来不安が懸念されています。 

さらには、人口集積性が低く都市基盤等が脆弱な郊外への市街地の拡散は、新たな公共投

資が必要となったり、公共施設サービス・公共交通等の非効率的な運営につながるなど、多

くの問題を抱えています。 

＜既存市街地の都市機能・人口集積を生かしたまちづくりの重要性＞ 

また、都市機能や人口集積が多く、比較的公共交通サービスも高い既存市街地の活力低下

は、既存の機能や強みを生かしたまちづくりの停滞につながり、効率的効果的なまちづくり

の観点からも問題があります。 

【将来都市構造図】 
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◆都市機能誘導区域（案）と居住誘導区域（案） 

＜都市機能誘導区域（案）＞ 

都市計画マスタープランで位置付けられている拠点地区のうち、生活サービス関連施設等

の都市機能が集積（将来的な整備を計画している区域を含む）し、公共交通の利便性が高い

区域（鉄道駅から約1km、バス停から約300m の徒歩圏内）で、災害の危険性が高い地区

（津波浸水想定区域・浸水深さ 2m超、津波浸水開始時間・1 時間以内、土砂災害の恐れが

ある区域）を除く区域を設定 

 

＜居住誘導区域（案）＞ 

都市機能誘導区域に近接する地区のうち、公共交通の利便性が高く（鉄道駅から約 1km、

バス停から約 300m の徒歩圏内）、人口密度や成長性（現況・将来値と増加数）が高い地

区について、災害の危険性が高い地区（津波浸水想定区域・浸水深さ 2m 超、津波浸水開始

時間・1 時間以内、土砂災害の恐れがある区域）を除く区域を設定 

 

【都市機能誘導区域（案）と居住誘導区域（案）】 
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3.3 新居浜市都市交通マスタープラン 

新居浜市都市交通マスタープランは、平成 21年3 月に策定され、概ね 20 年後の新居浜市

の将来交通体系として目指すべき姿、達成するための基本目標および方針を示しています。 

 

◆将来の都市交通体系 

上位計画や新居浜市の将来都市構造を踏まえ、他都市圏との都市間ネットワークとなる広域

連携軸、地域間ネットワークとなる地域連携軸、分散した拠点間の結び付きを強化する市内連

携軸の 3 つの交通連携軸が設定されています。 

これら連携軸の整備を図ることにより、複合臨海部、中心市街地、周辺市街地、山間部の各

エリアにて交通環境の実現を目指します。 

【将来交通体系のイメージ】 
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◆将来交通計画 
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第 2章  公共交通の現状及び移動の実態と将来推計 

1  公共交通の現状 

1.1 鉄道 

(1) 運行状況 

鉄道の運行頻度は、普通列車が上下合わせて４０本/日運行されており、新居浜駅はこれに

加えて特急が上下合わせて 38 本/日運行されています。 

 

表 1 鉄道の運行状況 

単位：本/日 

路線名 駅名 

高松方面行き（上り） 松山方面行き（下り） 上下 計 

特急 普通 計 特急 普通 計 特急 普通 計 

予讃線 

多喜浜 － 20 20 － 20 20 － 40 40 

新居浜 19 20 39 19 20 39 38 40 78 

中萩 － 20 20 － 20 20 － 40 40 

出典：JR 四国時刻表（H30.1 現在） 

 

(2) 利用状況 

新居浜市の年間JR乗降者数は、新居浜駅の乗降者数が大部分を占め、概ね150万人～160

万人で推移しています。 

 

 
出典：新居浜市統計書（H29） 

図 17 鉄道乗降人員  
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1.2 路線バス 

(1) 運行状況 

1) 運行頻度 

路線バスは新居浜駅～市役所前～東町～西原の区間と十全総合病院～イオンモール新居浜

～住友病院前の区間では、1 日あたり往復 100便程度のバスが運行されています。 

一方、黒島線、広瀬－多喜浜線、周桑－マイントピア別子線の運行頻度は比較的低い運行

となっています。 

また、バス路線が集中する東町バス停等では、運行本数は多いものの、バスが団子運行に

なりやすいため、実際の運行本数に見合った効果的なサービスが提供できていない状況です。 

 
出典：せとうちバス時刻表より作成 

図 18 バス路線の運行頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：せとうちバス時刻表より作成 

図 19 東町バス停（新居浜駅方面）における 7時台の団子運行状況  
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2) 走行キロ 

平成 23 年 10 月からの実績値を見ると、路線バスの走行キロはほとんど変わらず運行し

ています。 

 

 
出典：新居浜市資料 

図 20 路線バス走行キロの推移 

 

(2) 利用状況 

1) 利用者数 

路線バスの利用者数の推移を見ると、平成 23 年度から平成 24 度年にかけて減少しまし

たが、平成 24 年度以降はほぼ横ばいとなっています。 

また、バスの 1台当たりの平均乗車人員は、約 4人となっています。 

 

 
※新居浜市内の利用者の推移 

出典：新居浜市資料 

図 21 路線バス利用者数の推移 
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出典：新居浜市資料 

図 22 路線バス 1台あたりの平均乗車人員 
 

2) バス停別利用者数 

路線バス乗降者数が 1 日あたり 100 人を超えるバス停は、「新居浜駅」、「イオンモー

ル新居浜」、「住友病院前」、「東町」となっています。 

一方で、大部分のバス停は 1 日あたり 20人以下の利用となっています。 

 

 
※別子山地域バスは除く 

出典：新居浜市路線バス乗降人員調査（H28.3） 

図 23 路線バスの停留所別利用者数 
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1.3 別子山地域バス 

(1) 運行状況 

別子山地域バスは、公共交通機関がない別子山地域と新居浜市街地を結んでいます。市街

地では別子山地域バス停留所で乗降でき、別子山地域内ではふるさと館やゆらぎの森などの

希望する場所まで送迎する「デマンド方式」で運行しています。 

平成 29年度の運行本数は片道 1 日４便で、そのうち 1便は急行便となっています。 

(2) 利用状況 

別子山地域バスの利用者数の推移を見ると、平成24年度から平成27年度は微増傾向で、

１往復が増便され、別子中学校への通学も始まった平成 2８年度には年間利用者が約 6,500

人まで増加しています。 

 

 
出典：新居浜市資料 

図 24 別子山地域バス利用者数の推移 

 

1.4 デマンドタクシー 

(1) 運行状況 

1) 運行頻度 

デマンドタクシー「おでかけタクシー」は、月曜～金曜は 1 日 8 便、土曜は 1 日 5 便運

行しています。 

 

表 2 デマンドタクシーの運行状況 
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2) 運行エリア 

デマンドタクシーは、路線バスのサービス圏域に入らない地域（人口の約３７％程度）を

カバーするように運行しています。 

 

 

図 25 デマンドタクシー運行エリア 

 

(2) 利用状況 

デマンドタクシーは、平成２３年１月に試験運行を開始し、平成２６年１０月から本格運

行を実施しています。デマンドタクシーの利用者数は、試験運行開始から平成 28 年度にか

けて急激に増加しています。 

 

 
※デマンドタクシー3 地区合計（上部西、上部東、川東）延べ利用者数 

出典：新居浜市資料 

図 26 デマンドタクシー利用者数の推移 
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1.5 渡海船 

(1) 運行状況 

新居浜市営渡海船は、大島と黒島間を結ぶフェリーです。 

運行本数は 1 日 15 便で、6 時台～21 時台まで、所要時間約 15 分の航路を概ね 1 時間

に 1 往復しています。 

(2) 利用状況 

渡海船の利用者数の推移を見ると、平成 2２年度から平成 24 年度まで微増傾向にありま

したが、その後減少傾向となっています。 

 

  
出典：新居浜市資料 

図 27 新居浜市渡海船旅客輸送人員 

1.6 中距離フェリー 

(1) 運行状況 

中距離フェリーは、新居浜東港～神戸六甲を結ぶオレンジフェリーです。 

運航本数は 1 日 1 往復で、新居浜東港発は 16：30（神戸六甲 23：50 着）、新居浜東

港着は 8：10（神戸六甲 1：10発）となっています。 

(2) 利用状況 

オレンジフェリーはトラック輸送優先で運航しており、新居浜東港での年間の乗降客数は2

千人程度となっています。 

 

 
出典：新居浜市資料 

図 28 オレンジフェリー乗降客数（新居浜東港） 

127,288 127,587 129,028 
121,769 124,137 126,424 126,185 124,976 

118,664 
111,386 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（人/年）

2,316 2,408

2,083

1,718

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

（人/年）



 

25 

1.7 タクシー 

(1) 運行状況 

新居浜市内を運行するタクシー事業者は 9 事業者で、車両保有台数は 148 台となってい

ます。（平成 30年 1月現在） 

 

(2) 利用状況 

 

 

 
 

 

 

 

利用者数の（グラフ）追加予定 
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1.8 公共交通空白地の状況 

鉄道・路線バスによるサービス圏の人口カバー率は 68.5％となっており、残りの 31.5%

が公共交通空白地域となっています。 

特に川東地区、上部地区で広範囲に公共交通空白地域が拡がっています。 

 

 

図 29 公共交通空白地域の状況 
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2  移動の実態 

2.1 外出状況 

外出頻度は、10 歳代は 82.1％がほぼ毎日外出しているのに対して、80 歳以上ではほぼ毎

日外出している人は 24.6％にとどまっています。 

全体として高齢者ほど外出頻度が低くなる傾向にあります。 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 30 外出頻度の割合 

2.2 利用交通手段 

(1) 世帯あたり自動車保有台数の推移 

世帯あたり自動車保有台数は微増傾向にあり、各世帯で 1 台以上は保有している状況にあ

ります。 

 
出典：自動車保有台数…新居浜市統計書、世帯数…住民基本台帳 

図 31 世帯あたり自動車保有台数の推移 
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(2) 利用交通手段の状況 

1) 利用交通手段 

利用交通手段の状況は、自動車の利用割合が高く、全世代平均で見ると自動車利用が約

75％を占めており、特に 30 歳代～60 歳代では 8 割以上を占めています。 

鉄道やバスの利用割合を見ると、通学での利用が期待される 10 歳代において 4.7％の利

用にとどまっており、全世代平均で 2.8％の利用割合となっています。 

なお、80 歳代以上の人が各世代で最もバスを利用している割合(11.7%)が高いものの、自

動車利用割合(53.2%)の方が高く、全世代とも自動車利用に依存した状況となっています。 

 

 

 
※1 その他：タクシー利用等 

出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 32 市民の交通手段利用割合 
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2) 路線バスの利用理由 

路線バスを利用する理由としては、「自動車などで送迎してくれる人がいないから」が

39.4％と最も多く、次いで、「家族連れではなく、一人での行動だったから」、「自由に利

用できる自動車や自転車などがないから」の順で、路線バスは使われている傾向にあります。 

一方、「自動車や自転車など他の手段も使えるが、バスが最も便利だから」という積極的

にバスを利用する回答も20.5％となっています。 

 

《最近 1年で路線バスを利用した人、複数回答》 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 33 路線バスの利用理由の割合 

3) 路線バスを利用しない理由 

路線バスを利用しない理由としては、「自宅・目的地からバス停までの距離が遠いから」

が 31.1％と最も多く、次いで、「運行本数が少ないから」、「行きたい場所に行くバスが運

行していないから」の順で路線バスは使われていない傾向にあります。 

 

《最近 1年で路線バスを利用していない人、複数回答》 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 34 路線バスを利用しない理由の割合 
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「11.その他」が 50％以上を占めていますが、その内訳は、「自動車があるから」という

理由が多くなっています。他に、「不安、分からないから」、「自転車があるから」、「バ

リアフリーではないから」といった理由が挙げられています。 

 

表 3 路線バスを利用しないその他の主な理由 

理由 回答数 

自動車があるから 206 件 

不安、分からないから 14 件 

自転車があるから 7 件 

バリアフリーではないから 6 件 
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2.3 交通流動 

市内の交通流動は、中萩校区～惣開校区、惣開校区～金子校区が多く、特に買物目的での

移動が多くなっています。６０歳以上の高齢者も同様な傾向にあります。 

自動車移動とバス移動を比べると、自動車移動は中萩校区からの流動が多く、バス移動は

惣開校区に関連する流動が多い傾向にあります。 

また、鉄道利用者はすべて市外への移動となっており、鉄道は広域交通としての役割を担

っています。 

【全体】                               【高齢者】 

   

【自動車】                            【バス】 

   
 

※小学校区別交通流動上位 20 位を表示、数字は、アンケートに基づき各小学校区の人口にて拡大処理 

出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 35 交通流動 
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3  公共交通に関する収益状況 

3.1 路線バスの運送収入の推移 

路線バスの運送収入は平成 23 年10 月以降、緩やかな減少傾向にあります。 

 
出典：新居浜市資料 

図 36 運送収入の推移 

3.2 路線バスの市補助額の推移 

路線バスの市補助額は、市の一般財源からの補助、県からの補助額ともに増加傾向にありま

す。 

 

 
出典：新居浜市資料 

図 37 路線バスの市補助額の推移 
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3.3 デマンドタクシーの運行経費の推移 

デマンドタクシーの運行経費の内訳は、利用者が増加する中、利用料収入が増加しているも

のの、市負担額が大きく増加している状況となっています。 

一人当たりの補助額は、路線バスに比べて非常に大きい額となっています。 

 

 
出典：新居浜市資料 

図 38 デマンドタクシーの運行経費の推移 

 

表 4 デマンドタクシーおよび路線バスの一人当たりの補助額 

 利用者数 補助金等 一人当たり補助金等金額 

デマンドタクシー 18,868 人 1,936 万円 1,026 円/人 

路線バス 351,473 人 4,970 万円 141 円/人 

出典：新居浜市資料 （平成 28 年度） 
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4  利用者の意向等 

4.1 バスサービスに対する市民の評価 

(1) 満足度と重要度 

「運行時間の正確さ」や「目的地までの所要時間」の満足度は高い一方、「運行頻度」や

「運行時間帯（始発・終発）」、「バス待ち環境（バス停等）」、「運行ルート（行ける施

設）」、「乗り継ぎ」の満足度は低くなっています。 

また、「運行頻度」、「運行時間の正確さ」、「運行ルート（行ける施設）」、「バスが

いつ来るかや、行き先の分かりやすさ」の重要度が高くなっています。 

 

《最近 1年で路線バスを利用した人の回答、択一》 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 39 路線バスを利用する際のサービス項目別の満足度 

 

《最近 1年で路線バスを利用した人の回答、択一》 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 40 路線バスを利用する際のサービス項目別の重要度  
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14.8%

15.6%

10.9%

19.4%

11.2%

9.9%

3.4%

2.3%

5.8%

9.1%

7.9%

7.4%

9.4%

8.7%

16.0%

16.2%

14.9%

15.7%

15.3%

16.7%

18.0%

23.4%

16.5%

15.9%

①運行頻度

②運行時間帯(始発・終発)

③運行時間の正確さ

④目的地までの所要時間

⑤運賃

⑥バス待ち環境(バス停等)

⑦運行ルート(行ける施設)

⑧乗り継ぎ

⑨自宅・目的地からバス停までの距離

⑩バスがいつ来るかや、行き先の分かりやすさ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答N=705

31.1%

29.5%

30.4%

20.3%

27.0%

19.6%

30.4%

21.1%

25.4%

34.6%

34.6%

34.0%

35.0%

32.9%

29.9%

32.6%

30.4%

31.2%

35.2%

32.8%

15.0%

15.2%

15.6%

23.7%

20.4%

21.7%

18.3%

20.6%

16.6%

12.5%

1.1%

2.7%

1.7%

3.3%

3.4%

5.1%

1.1%

3.7%

3.0%

1.4%

0.6%

0.3%

0.6%

1.1%

2.0%

0.3%

1.1%

1.4%

0.3%

17.6%

18.3%

17.2%

19.3%

18.2%

19.0%

19.6%

22.3%

18.4%

18.4%

①運行頻度

②運行時間帯(始発・終発)

③運行時間の正確さ

④目的地までの所要時間

⑤運賃

⑥バス待ち環境(バス停等)

⑦運行ルート(行ける施設)

⑧乗り継ぎ

⑨自宅・目的地からバス停までの距離

⑩バスがいつ来るかや、行き先の分かりやすさ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重要 やや重要 どちらともいえない やや重要でない 重要でない 無回答N=705
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(2) 路線バス利用回数増加の条件 

「運行本数を増やす」が 41.7％と最も多く、次いで、「100 円ゾーンなど一律運賃やわ

かりやすい運賃体系になる」、「自分の行きたい目的地にバス路線ができる」の順となって

います。 

 

《複数回答（3つまで選択）》 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 41 路線バス利用回数増加の条件 

 

(3) バスの運行に対する位置付け意識 

バス運行の位置付けは、現在は必要性を感じないが、将来高齢になったときに必要と感じ

る傾向があり、特にバスを利用していない人ほどその傾向が顕著となっています。 

 

 
※バス利用者は 1年以内にバスを利用した人、非利用者は 1年以上バスを利用してない人 

出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 42 バスの運行に対する位置付け意識 

  

41.7%

2.8%

8.3%

9.2%

11.7%

13.1%

33.0%

7.8%

22.0%

26.0%

6.0%

12.7%

11.0%

18.8%

12.4%

11.1%

8.3%

1.  運行本数を増やす

2.  始発を早める

3.  終発を遅くする

4.  時刻表どおりにバスを運行する

5.  目的地まで短時間(短距離)でアクセスする

6.  ICカードで支払いが出来る(小銭が不要)

7.  100円ゾーンなど一律運賃や、わかりやすい運賃体系になる

8.  商業施設の駐車割引と同様に、バス利用者にも一定額割引される

9.  バス停に屋根やベンチを付ける

10.  自分の行きたい目的地にバス路線ができる

11.  鉄道との乗り継ぎ待ち時間を短くする

12.  バス停付近に無料で自転車が駐輪できる

13.  遅れていても、バスがいつ来るか情報提供される

14.  バス路線の行き方、経由が分かりやすくなる

15.  ノンステップバスなどのバリアフリー車両にする

16.  どんな条件でも利用しない

17.  その他

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

N=3056

31%

5%

63%

73%

6%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バス利用者

バス非利用者

現在でも必要不可欠で重要な移動手段

現在は特に必要性を感じないが、将来高齢になったときなどには必要な移動手段

現在も将来も必要性を感じない

現在でも必要不可欠で 

重要な移動手段 

（12.8％） 

現在は特に必要性を感じないが、 

将来高齢になったときなどには必要な移動手段 

（68.5％） 

現在も将来も 

必要性を感じない 

（18.7％） 

N=3,354 
（無回答者除く） 

N＝545 

N＝2,643 
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(4) バスの運行への負担の考え方 

バスの運行への負担の考え方については、約６割の人が利用しない人も含めた市全体でサ

ービスを維持していくようにすべきであると考えている一方、バス交通サービスが縮小・廃

止されることはやむを得ないと回答している人も約 3 割存在します。 

 

 
※バス利用者は 1年以内にバスを利用した人、非利用者は 1年以上バスを利用してない人 

出典：アンケート調査結果（H29.8） 

 

図 43 バスの運行への負担の考え方 

 

  

17%

37%

74%

54%

8%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バス利用者

バス非利用者

バス交通サービスが縮小・廃止されるのはやむを得ない

利用しない人も含めた市全体でサービスを維持していくようにすべき

その他

N=3,300 
（無回答者除く） 

バス交通サービスが縮小・廃止される 
ことはやむを得ない（32.7％） 

利用しない人も含めた市全体で 
サービスを維持していくようにすべき 

（59.4％） 

その他 

（7.8％） 

N＝539 

N＝2,599 
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4.2 デマンドタクシーサービスに対する市民の評価 

「利用料金」や「予約の仕方」の満足度が高く、「便数」や「行ける施設・範囲」の満足

度が低くなっています。 

また、「利用料金」や「便数」、「行ける施設・範囲」、「予約時刻に対する正確性」の

重要度が高くなっています。 

 

 

《利用したことがある人の回答、択一》 

 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 44 デマンドタクシーを利用する際のサービス項目別の満足度 

 

《利用したことがある人の回答、択一》 

 

 
出典：アンケート調査結果（H29.8） 

図 45 デマンドタクシーを利用する際のサービス項目別の重要度 

 

 

4.9%

9.9%

6.2%

23.5%

18.5%

13.6%

21.0%

22.2%

13.6%

22.2%

24.7%

27.2%

21.0%

8.6%

14.8%

17.3%

9.9%

16.0%

9.9%

14.8%

17.3%

0.0%

9.9%

11.1%

4.9%

8.6%

13.6%

6.2%

8.6%

4.9%

38.3%

35.8%

34.6%

30.9%

28.4%

27.2%

①便数

②運行時間帯

③行ける施設・範囲

④利用料金

⑤予約の仕方

⑥予約時刻に対する正確性

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答N=81

34.6%

29.6%

34.6%

38.3%

28.4%

34.6%

17.3%

18.5%

14.8%

17.3%

19.8%

13.6%

12.3%

9.9%

9.9%

11.1%

11.1%

14.8%

1.2%

1.2%

2.5%

2.5%

2.5%

1.2%

1.2%

1.2%

2.5%

34.6%

39.5%

37.0%

32.1%

35.8%

34.6%

①便数

②運行時間帯

③行ける施設・範囲

④利用料金

⑤予約の仕方

⑥予約時刻に対する正確性

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重要 やや重要 どちらともいえない やや重要でない 重要でない 無回答N=81
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5  将来の移動の見通し 

5.1 将来の人口と発生集中交通量の見通し 

立地適正化計画（策定中）における地区別の現況並びに将来の人口を踏まえると、市域全体

では人口及び発生集中交通量ともに減少することが見込まれています。 

また、将来では高齢化率の上昇が見込まれますが、60歳以上人口及び 60歳以上の発生集中

交通量は減少するものと予測されます。 

 
※発生集中交通量：ある地域から出発した移動の量を発生交通量、ある地域に到着した移動の量を集中交通量と

呼び、この合計を発生集中交通量と呼ぶ。 

 

 

 

【人口】                【発生集中交通量】 

   

図 46 新居浜市の将来の人口と発生集中交通量 

 

 

＜参考：将来移動の予測方法＞ 

平成 29年 8月アンケート調査にて把握

した現状の移動状況に基づき、立地適

正化計画等を踏まえた将来人口状況

から、地区別の将来移動状況の予測を

行った。 

なお、アンケート調査は、地区別の交

通量が把握できるサンプル数を確保す

ることができたため、1 サンプルの交通

状況を市域全体の割合にて拡大補正

を行っている。 

 

  

367 341

825
654

1,192

995

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H27現況 H47将来

（百人）

704 666

1,032
829

1,736

1,495

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H27現況 H47将来

（百T.E）

＜H47将来＞
60歳未満
60歳以上

＜H27現況＞
60歳未満
60歳以上

高齢化率 
31％ 

高齢化率 
34％ 

60 歳以上  
▲5.5％ 

60 歳未満  
▲19.7％ 

H27現況      H47将来 

立地適正化計画

小学校区別
現況人口

小学校区別
将来人口

小学校区別
現況発生集中交通量

移動OD

小学校区別
将来発生集中交通量

将来移動OD

原単位作成
（トリップ/人）

H29.8実施
アンケート

将来の人口の増減
将来の発生集中交通量の増減

60歳以上の発生集中交通量の増減
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5.2 地区別の将来移動の見通し 

地区の将来人口予測を踏まえ、地区別の将来移動状況を整理すると、将来の新居浜市の地区

は 4 つに大別できます。 

このうち、「移動量の増加が見込まれる地区」と「減少傾向であるが、移動量自体が多い地

区」については比較的中心部に近い地区が該当し、「移動量自体が少ない地区」及び「減少傾

向であるが、60歳以上の移動量は現状維持の地区」は比較的郊外部の地区が該当することとな

ります。 

 

図 47 地区別の将来移動の見通し 

 

＜＜市域の地区別の将来移動の見通し＞＞ 
 

《若宮、多喜浜、浮島、新居浜、船木、大生院、別子》 

公共交通による移動手段の確保が必要であるものの、移動量自体が少ない地域であるため、市全

体の公共交通維持・確保に向けて、現状からの見直しが求められる地区 

 
《垣生、宮西》 
発生集中交通量が少なく減少傾向にあるものの、６０歳以上の移動量はほぼ現状どおりであるた

め、市全体の公共交通維持・確保に向けて、現状からの見直しが求められる地区 

 
《中萩、神郷、泉川、角野、高津》 

減少傾向にあるものの、移動量自体は多い地区であるため、市全体の公共交通維持・確保に向け

て路線バス利用に取り込んでいくべき地区 

 
《惣開、金栄、金子》 

６０歳以上をはじめとして、移動量が概ね現状以上となることが想定される地区であるため、公

共交通維持・確保に向けても積極的なバス利用を支援していくことが必要な地区 

移動量自体が少ない地区 

減少傾向であるが、60 歳以上の 

移動量は現状維持の地区 

減少傾向であるが、移動量自体が 

多い地区 

移動量の増加が見込まれる地区 

 （トリップ） 

移動量自体が少ない地区  

減少傾向であるが、60 歳以上の移動量は現状維持の地区 

移動量の増加が見込まれる地区  

減少傾向であるが、移動量自体が多い地区  
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第３章  公共交通の課題 

本市の現状や将来の移動の見通しを踏まえた問題点は、以下のように整理されます 
 
 
・人口は減少傾向にあり、今後もその傾向が続く見込み 

  

 

・利用者の減少により、サービスの維持ができ
なくなる。 

 
 
・高齢者の増加により、移動の際に公共交通に頼らざ
るを得ない人が増加 
・高齢化率は増加し続ける見込み 

  

 

・高齢化の進行により、移動困難者が増加
する 

 
 
 
・人口が減少する中、DID（人口集中地区）は拡大
傾向にあり、市街地が低密化 
・医療施設や福祉施設等の都市機能も広範囲に分布 

  

 

・公共交通サービスが求められる範囲が広が
り、運行効率が低下 

 
 
・路線バスの運送収入は減少傾向にあり、市の補助金
が増加 
・デマンドタクシーは利用者が増加するほど、市の補助
金も増加 
・生産年齢人口の減少に伴い、市の財政が逼迫するこ
とが想定 

  

 

・市の補助が継続困難になることが懸念 

 
 
・市中心部は公共交通サービスが高いものの、様々な
方面へ向かうバスが混在 
・団子運行になっている 

  

 

・行き先がわかりにくく、迂回している場合も有 

・団子運行があり、運行頻度に見合ったサー
ビスの提供となっていない 

 
 
・世帯あたりの自動車保有台数は増加傾向にあり、移
動時の自動車利用割合も約 75％ 

  

 

・過度に自動車に依存しており、人・環境に
負荷を与えている 

 
 
・将来的にはバスが必要だと感じても、現在はバスを利
用していない人がほとんど 

  

 

・公共交通の必要性に対する意識が低く、
将来的な移動困難者となる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口減少 

高齢化 

都市の外延化 

財政逼迫 

運行状況 

自動車への依存 

重要度の低下 

利用者が減少 

移動困難者が増加 

運行サービスの低下 

運行資金の減少 

利便性の低下 

自動車依存の進行 

必要性に対する意識の低下 

 それぞれの問題点は、市民・交通
事業者・行政それぞれにとって、生
活（移動）、事業活動、都市経
営・市民サービスの継続が困難に
なるような負の連鎖を形成してい
る。 

 現状のまま推移すると、将来的に
現在の公共交通サービスを維持す
ることができない可能性があり、移
動困難者を多く発生させる危険性
がある。 

 

負の連鎖 
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本市における問題点から解決すべき課題は、以下のように整理されます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解決すべき課題 

目指すべきまちづくりを実現する 
ネットワークの形成 

 

人口減少の中でもバス交通利用者を維持し、運行サービスを
向上させるためには、公共交通利用を中心とした集約型都市構
造である『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』の実現が必要となり
ます。また、土地利用と一体となった公共交通ネットワークを検討
する必要があります。 

利用実態やニーズに応じたサービスの見直し 
 

高齢者の増加による移動困難者の増加に対応し、現在の行き
先が分かりにくい利用状況を解消するためには、利用ニーズに応じ
て、サービスや形態を見直し、利便性を高める必要があります。 

また、利用者の増加を図るためには、人口が集中している地区及
び増加が見込まれる地区へ、路線を配置することで、バス交通圏
域の人口を増加させる必要があります。 

持続可能性、公益性に関する意識の醸成 
 

過度な自動車依存、将来的な移動困難者の増加を防ぐため、
さらに、公的負担の増加を抑制、公的資金充当の必要性の理解
を得るためには、公共交通の持続可能性を理解していただき、公
益性に対する認識、普段の移動に対する考え方を改める機運の
醸成が必要となります。 

利用者が減少 

移動困難者が増加 

運行サービスの低下 

運行資金の減少 

利便性の低下 

自動車依存の進行 

必要性に対する意識の低下 

利用者が減少 

問題点 
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第４章  地域公共交通網形成計画の基本方針 

1  基本理念と目指す将来像 

1.1 基本理念 

 

基本理念 

 いつまでも暮らしやすいまちを支える、使いやすい持続可能な公共交通網の形成 

 

公共交通が持続できなくなる負の連鎖から脱却するために、まちづくりと一体と

なって使いやすい公共交通網を形成し、市民・交通事業者・行政が支え合う取組み

を推進します。 

 

1.2 目指すべき将来像（ネットワーク） 

これからの公共交通には、各輸送手段の特徴を踏まえ、まちづくりと一体となったネットワ

ークに再編することが求められます。 

 

 
出典：国土交通省資料 

 

図 48 地公共交通ネットワークの方向性 
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以上のような考えのもと、新居浜市における各輸送手段は以下のような役割を担うものと位

置付けます。 

 

表 5 本市の公共交通の役割 

輸送手段 今後の役割 

鉄道 市外・県内外との移動を支える広域連携軸として位置付ける。 

路線バス 市民生活を支える基幹公共交通軸及び支線交通軸として位置付ける。 

別子山地域バス 
別子山地域を 1 路線が運行している。 
別子山地域と新居浜市街地を結ぶ支線交通軸として位置付ける。 

デマンドタクシー 
バス交通空白地をカバーし、基幹公共交通軸及び支線軸までアクセスするデマンド
交通として位置付ける。 

タクシー 
電車・バスにはないドア･ツー･ドアで、誰もが安心して利用できる交通手段。 
利用者の様々なニーズにきめ細やかに対応する交通手段として位置付ける。 

渡海船 大島と黒島を結ぶ、大島住民の生活福祉航路としての交通手段として位置付ける。 

中距離フェリー 
新居浜東港と神戸六甲を結ぶ航路。主に貨物・トラック等の物流として運航してお
り、県外との広域交通を補完する手段として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 49 各交通機関の特性と役割 
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1.3 公共交通網の将来像 

本市の地域公共交通網の将来像は、市外・県内外との移動を支える広域交通軸に加え、市民

生活を支える交通軸として、立地適正化計画で設定する都市機能誘導区域内の都市拠点を結ぶ

『基幹公共交通軸』、市の郊外部や隣接市と JR 新居浜駅等の拠点とを結ぶ『支線軸』、基幹公

共交通軸や支線軸までアクセスする『デマンド交通』の 3 つにより、市内外の移動を支えるネ

ットワークを目指します。 

したがって、本計画においては、基幹公共交通、支線軸、デマンド交通の 3 つの公共交通軸

を主に担う、路線バス及びデマンドタクシーについて基本方針等の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 50 本市の地域公共交通網の将来像 

 

 

広域連携軸

基幹公共交通軸

支線交通軸

デマンド交通

都市機能誘導区域 

居住誘導区域 

基幹公共交通軸 

JR 新居浜駅を中心に南北を貫き、都市機能

誘導区域内の都市拠点を結ぶ軸を基幹公共

交通軸として位置付けます。 

拠点へのアクセス性や拠点間の周遊性を確

保するための高いサービスを目指します。 

市の郊外部や隣接市とJR新居浜駅等の拠

点とを結ぶ軸を支線軸と位置付けます。 

基幹公共交通軸までアクセスできるようにし

拠点へのアクセスを確保するようにします。 

デマンド交通 

公共交通空白地域では、デマンド型交通に

よって、基幹公共交通軸や支線軸までアクセ

スできるようにし、拠点へのアクセスを確保す

るようにします。 

支線軸 
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2  基本方針と目標 

基本理念、目指す将来像の実現に向けて、計画の基本方針およびその目標を設定しました。 

目標設定については、達成状況の進捗管理を行うために、客観的指標による 7 つの目標値を

設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 51 公共交通網形成計画の基本理念に基づく基本方針と目標、その目標値 

  

コンパクトなまちづくりを先導する公共交通網の形成 

目標 1 都市拠点への公共交通を利用した外出の増加 

 

 

 

 

目標及び 

目標値 

便利で使いやすい公共交通網の形成 

目標２ 生活の様々な場面で公共交通の利用を増加 

 

 

 目標及び 

目標値 

市民・交通事業者・行政の協働による公共交通の維持 

目標３ 三位一体で公共交通を運営維持 

 

 

 

目標及び 

目標値 

目標値 1-1 都市拠点におけるバス総乗降者数 

現況：815 人/日 ⇒ 将来（H34)：978 人/日 

目標値 2-1 路線バスの利用者数 

現況：981 人/日 ⇒ 将来（H34) ：1,177 人/日 

目標値 3-1 バス路線の収入 

現況：2億900万円   ⇒   将来（H34) ：2億3,000万円 

目標値 1-2 デマンド交通の交通結節点への利用者数の割合 

現況：13.6％ ⇒ 将来（H34) ：27.2％以上 

目標値 3-2 市の財政負担額 

現況：4,970万円 ⇒ 将来（H34) ： 4,970万円以下（現状以下） 

目標値 3-3 市民の意識変化 

（公共交通が必要不可欠な手段であるという認識率） 

現況：12.8％   ⇒   将来（H34) ：25.6％ 

いつまでも暮らしやすいまちを支える、使いやすい持続可能な公共交通網の形成 基本理念 

目標値 2-2 バスサービスを受ける人口割合 

現況：63.3％ ⇒ 将来（H34) ：68.3％ 

基本方針 1 

基本方針 2 

基本方針 3 



 

46 

各目標値の設定の考え方等は以下のとおりです。 
 

 

目標値 1-1 都市拠点におけるバス総乗降者数 

■指標の意味                                                     

路線バスのネットワークの見直しを行うことにより、都市拠点へのアクセスや都市拠

点間の移動がしやすくなることが期待されます。これら拠点を結ぶ公共交通の利用者が

増加すると考え、拠点のバス停における乗降者数を評価します。 

■指標の算定方法                                                  

新居浜駅・イオンモール新居浜・住友病院前・市役所前・東町バス停の乗降者数を計

測しその総和を算出します。 

■目標値の設定方法                                                 

バス路線の維持のためにも利用者数の確保が必要であり、長期総合計画で設定した目

標値である公共交通利用者数 44 万人が、現況（H28）よりも 1.2倍を目指しているこ

とから、現況の総乗降者数の 1.2 倍を目標値として設定します。 

なお、現況（H28）の値は、平成 28 年 3 月実施の乗降調査結果に基づきます。 

目標値 1-2 デマンド交通の交通結節点への利用者数の割合 

■指標の意味                                                     

デマンドタクシーの見直しを行うことにより、その役割が路線バスや鉄道駅へのアク

セス手段となることが期待されます。デマンドタクシーによるバス路線や鉄道駅へのア

クセス利用者が増加することを評価します。 

■指標の算定方法                                                  

デマンドタクシー利用者のうち、交通施設（駅・バス停）への利用者数の割合を算出

します。 

■目標値の設定方法                                                 

現在のデマンドタクシー利用者のうち、交通施設（駅・バス停）へのアクセスとして

利用している利用者数を増やしていくことが求められます。 

そこで、現状の交通施設（駅・バス停）への利用者数の割合の倍増を目標値として設

定します。 

なお、現況（H28）の値は、運行記録票における交通施設（駅・バス停）へのアクセ

スとして利用している利用者数の割合に基づきます。 
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目標値 2-1 路線バスの利用者数 

■指標の意味                                                     

コンパクトなまちづくりが進んだ都市の姿として、徒歩や公共交通による移動が主体

となっていることを目指しています。これにより、路線バスの利用者が増加することを

評価します。 

■指標の算定方法                                                  

新居浜市内バス停（せとうちバス及び別子山地域バス）の全体利用者数を算出します。 

■目標値の設定方法                                                 

バス路線の維持のためにも利用者数の確保が必要であり、長期総合計画で設定した目

標値である公共交通利用者数 44 万人が、現況（H28）よりも 1.2倍を目指しているこ

とから、現況の総乗降者数の 1.2 倍を目標値として設定します。 

なお、現況（H28）の値は、実績データの日平均利用者数に基づきます。 

目標値 2-2 バスサービスを受ける人口割合 

■指標の意味                                                     

人口減少が見込まれる中、路線網再編によりバスサービス圏を見直し、バスサービス

圏内に居住する人口の割合が増加することが期待されることから、バスサービスを受け

ることができる人口割合を評価します。 

■指標の算定方法                                                  

バス勢圏内人口と総人口から算出します。 

■目標値の設定方法                                                 

現時点において路線網再編案は未定ですが、少なくとも、現況よりも利便性を高め、

バスサービス圏に人口を誘導していくことが立地適正化計画との連携の観点から必要で

す。 

そこで、バスサービス圏の人口の５％増を目標値として設定します。 

なお、現況（H28）の値は、平成 22 年国勢調査の人口から作成した 100ｍメッシ

ュデータに基づきます。 
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目標値 3-1 バス路線の収入 

■指標の意味                                                     

公共交通の運営にあたっては、市民・交通事業者・行政の三者がそれぞれ責任を果た

し、協働により支えることで公共交通網を維持していくことを目指しています。これに

より、公共交通の収入が改善されることを評価します。 

■指標の算定方法                                                  

バス路線の年間収入を算出します。 

■目標値の設定方法                                                 

バス路線の維持のためにも利用者数の確保が必要であり、利用者数は現況（H28）の

1.2 倍を目指していますが、高齢者の増加による割引対象者の利用者数の増加等を考慮

し、1.1 倍として設定します。 

なお、現況（H28）の値は、実績データに基づきます。 

目標値 3-2 市の財政負担額 

■指標の意味                                                     

公共交通の運営にあたっては、市民・交通事業者・行政の三者がそれぞれ責任を果た

し、協働により支えることで公共交通網を維持していくことを目指しています。これに

より、公共交通の収支が改善され、その結果として市の財政負担が軽減されることを評

価します。 

■指標の算定方法                                                  

市の財政負担額を算出します。 

■目標値の設定方法                                                 

市は、バス事業者がバスを運営するのに不足する分を負担していますが、利用者が増

加しても、運行経費が増加した場合、必ずしも行政の負担が減るわけではないこともあ

ります。 

このため、少なくとも現状以上の負担とならないようにすることを目指し、現状の市

財政負担額を目標値として設定します。 

なお、現況（H28）の値は、実績データに基づきます。 
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目標値 3-3 市民の意識変化（公共交通が必要不可欠な手段であるという認識率） 

■指標の意味                                                     

公共交通の運営にあたっては、市民・交通事業者・行政の三者がそれぞれ責任を果た

し、協働により支えることで公共交通網を維持していくことを目指しています。これに

より、公共交通に対する認識が変化することを評価します。 

■指標の算定方法                                                  

アンケート調査により市民意識を把握します。 

■目標値の設定方法                                                 

アンケート調査結果から、高齢者になると必要不可欠との認識に変化する人が多いと

考えられますが、これに加えて、さらに必要不可欠との認識をもつ市民を増やすことが

必要です。 

高齢者は比較的必要不可欠と認識している人が多く、今後高齢化により、認識率は自

然増加することを踏まえ、現状よりも倍増することを目標値として設定します。 
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第５章  基本方針や目標達成のための取組施策 

1  基本方針や目標達成のための取組施策の体系 

新居浜市地域公共交通網形成計画では、『いつまでも暮らしやすいまちを支える、使いやす

い持続可能な公共交通網の形成』という基本理念のもと、３つの基本方針を掲げ、「コンパク

トなまちづくりを先導する公共交通網の形成」「便利で使いやすい公共交通網の形成」「市民・

交通事業者・行政の協働による公共交通の維持」という３つの基本方針を定めています。 

この３つの基本方針に基づき目標を達成するために、以下の 13 の取組施策を実施します。 

 

 

基本方針 取組施策 

基本方針１：コンパクトなまちづくりを先導

する公共交通網の形成 

①  
効率よく都市拠点へアクセスするバス路線網

の再編 

②  
路線バスと連携したデマンドタクシーへの見

直し 

基本方針２：便利で使いやすい公共交通網の

形成 
③  

バス路線間やバス路線・デマンドタクシー間

の乗継を考慮した運賃制度の検討 

④  快適なバス待ち環境の整備 

⑤  一目で行き先がわかるバスナンバーの導入 

⑥  利便性を高めるバス情報の提供 

⑦  
誰もが使いやすいバリアフリーに対応した車

両の導入 

⑧  
バス停までのアクセス性を高めるサイクル＆

バスライド 

基本方針３：市民・交通事業者・行政の協働

による公共交通の維持 
⑨  企業が主体となったエコ通勤の実施 

⑩  健康促進に着目した公共交通転換の実施 

⑪  ノーマイカーデーの実施 

⑫  交通環境学習の実施 

⑬  公共交通ガイドブックの更新・充実 
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2  基本方針や目標達成のための取組施策 

基本方針や目標達成のための取組施策として、以下に示すものに取り組みます。 

 

施策名 ① 効率よく都市拠点へアクセスするバス路線網の再編 

取組内容 

 都市拠点を結ぶ区間を基幹公共交通軸として、一定の運行本数を確保するとと

もに、各拠点間へのアクセス利便性を高めます。 

 現状以上にバス車両を増加することは運転手ならびに車両確保の観点から厳

しいことから、効率的に運行するためのネットワークの見直しが重要となりま

す。 

 バス停間の利用 ODを踏まえ、特定の区間に集中するバスを他区間の運行に変

更する、あるいは目的地を変更するなどにより、市全体として利便性を向上す

るよう現状のバス路線網を見直します。 

 都市拠点を中心とした循環バスの導入ついても検討を行います。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組実施 

主体 
新居浜市、交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2020年度 

  

多喜浜駅

一宮町
周辺

別子

大島

黒島

中萩駅

都市機能誘導区域
居住誘導区域

昭和通り
登り道周辺

前田町
周辺

新居浜駅

多喜浜駅

一宮町
周辺

新居浜駅

別子

大島

黒島

中萩駅

昭和通り
登り道周辺

前田町
周辺

都市機能誘導区域
居住誘導区域

【再編前】 

【再編後】 

凡例 

          バス路線 

※太さは運行本数を表現 

凡例 

          バス路線 

※太さは運行本数を表現 

移動ニーズに対応するとともに、公共交通

空白地域をカバーする新たな路線の開設 

市中心部でバス運行本数のバランス化 

移動ニーズは高いが直接的に結ぶ路線がない 

公共交通空白地域が存在 

バス路線が集中し、極端に運行本数が多い 
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施策名 ② 路線バスと連携したデマンドタクシーへの見直し 

取組内容 

 バス停から離れていて路線バスの利用が不便な方でも、便利に利用できるよう

にデマンドタクシーの利用可能な目的地・施設、利用者の負担額および事業者

への支払い額の見直しを検討し、更なるバス利用者の増加につなげます。 

 

取組実施 

主体 
新居浜市、交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2020年度 

 

 

施策名 
③ バス路線間やバス路線・デマンドタクシー間の乗継を考慮した運賃制

度の検討 

取組内容 

 バス路線網再編やデマンドタクシーの見直しにより乗継が必要となる利用者

の金銭的負担を軽減するために運賃制度を検討します。 

 

【乗継割引制度の事例（小野市）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：小野市 HP 

 

取組実施 

主体 
新居浜市、交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2020年度 
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施策名 ④ 快適なバス待ち環境の整備 

取組内容 

 バス利用者が多く、歩道空間に余裕のあるバス停では、年間を通して快適にバ

スを待てるよう、雨風や暑さをしのぐ上屋や休憩できるベンチ等を設置しま

す。 

 歩道空間が狭くバス待ち環境整備が難しい場合は、例えば、バス停の近隣にあ

るコンビニと連携し、店舗内のイートインスペースにバス運行情報を表示した

り、待合空間として活用する等の近隣施設との連携によるバス待ち環境整備も

検討します。 

 

【上屋やベンチが整備されたバス待ち環境（高木入口バス停）】 

 
 

 

取組実施 

主体 
新居浜市、交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 
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施策名 ⑤ 一目で行き先がわかるバスナンバーの導入 

取組内容 

 どのバスに乗れば、どこへ行くのかが一目でわかるよう、バス路線にナンバリ

ングし、バスの方向幕やバス停、時刻表等にバスナンバーを表記します。 

 

【バス路線ナンバリングの事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市役所前のファミリーマートの写真 

 

 

 
出典：八戸市資料 

 

 

取組実施 

主体 
交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2020年度 
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施策名 ⑥ 利便性を高めるバス情報の提供 

取組内容 

 バスに関する情報提供の充実を図るために、スマートフォンや携帯電話でバス

の運行状況やバスの運行経路、遅れ時間等が確認できるようなバスロケーショ

ンシステムを導入します。 

 JR 新居浜駅やイオンモール新居浜等の拠点バス停では、デジタルサイネージ

によるバスの運行情報を提供します。 

 

【バスロケーションシステムの例（深谷市）】 

 
出典：深谷市 HP 

 

【駅やショッピングセンターでのデジタルサイネージによるバス運行情報提供の例（新潟市）】 

    
 

 

取組実施 

主体 
交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 

 

  

新潟駅前 イオン店舗内 

対象となるバスの運行経路

とバスの走行位置を地図上

に表示 

走行位置とバス到着までの

時間を表示 

イートインコーナーでバ
ス運行情報を提供 

駅前広場でバス運行情報や乗り
場の案内等総合的な情報を提

供 
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施策名 ⑦ 誰もが使いやすいバリアフリーに対応した車両の導入 

取組内容 

 誰もが使いやすい環境を実現するため、バリアフリーに対応したノンステップ

車両の導入を促進します。 

 

【ノンステップバス】 

 
出典：せとうちバス 

 

取組実施 

主体 
交通事業者 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 

 

施策名 ⑧ バス停までのアクセス性を高めるサイクル＆バスライド 

取組内容 

 公共交通空白地域におけるバス停までのアクセス利便性の向上を図るため、バ

ス停付近の歩道等の空間や近隣施設の駐輪場を活用して、駐輪スペースを確保

し、サイクル＆バスライドを推進します。 

 

【サイクル＆バスライドの事例（茅ヶ崎市）】 

 
出典：茅ヶ崎市 HP 

 

取組実施 

主体 
新居浜市 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 
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施策名 ⑨ 企業が主体となったエコ通勤の実施 

取組内容 

 過度に自動車に依存した状況から公共交通への転換を図るために、社会的責任

（CSR）の観点から、また各事業所の効率的な経営の観点から、企業が主体

的に通勤交通の自動車からの転換を図るために、通勤手当の見直し等の取組を

実施します。 

 

【エコ通勤の事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国土交通省 HP 

 

取組実施 

主体 
市民、交通事業者、新居浜市 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 
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施策名 ⑩ 健康促進に着目した公共交通転換の実施 

取組内容 

 公共交通への転換を促す強い動機付けとして健康促進に着目し、自動車利用

と公共交通利用による健康への影響の差を示し、公共交通への転換を図る取

組を進めます。 

 

【健康促進を動機付けとした公共交通への転換促進の事例（川西市）】 

 
出典川西市 HP 

 

取組実施 

主体 
市民、交通事業者、新居浜市 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 
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施策名 ⑪ ノーマイカーデーの実施 

取組内容 

 公共交通を利用した通勤への転換を促すために、官民一体となって自動車の利

用を自主的に抑制する日として、愛媛県が県内を対象に実施している愛媛県ノ

ーマイカー通勤デーを推進します。 

 実施に当たっては、市が率先して実行するとともに、市内の大規模事業所への

協力を働きかけていきます。 

 

【愛媛県ノーマイカー通勤デーの概要】 

 
出典：愛媛県 HP 

 

取組実施 

主体 
市民、交通事業者、新居浜市 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 

 

  

■ノーマイカー通勤デーの概要 

 ノーカーデーの実施は月１回とし、県内各事業所

が任意に定める１日。 

 参加対象は、ノーカーデー実施の趣旨に賛同する

県内通勤者とし、県内に事業所を有する企業、

団体、官公庁等全ての機関が参加できる 

 協賛事業所は、参加者への優遇サービスを提供 
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施策名 ⑫ 交通環境学習の実施 

取組内容 

 過度に自動車に依存した状況から公共交通への転換を図るために、小学校の授

業の中で自動車を使うことによる様々な影響を、自分たちで調べ、まとめ、発

表し、自発的な交通行動変容を取れるように促す交通環境学習を実施します。 

 子供たちやお年寄りにバスの乗り方を教える教室など、具体にバスに触れる体

験学習を実施します。 

 

【バスの乗り方教室の様子】 

 

 
出典：新居浜市 

 

取組実施 

主体 
市民、交通事業者、新居浜市 

取組実施 

期間 
2018 年度～2022年度 
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施策名 ⑬ 公共交通ガイドブックの更新・充実 

取組内容 

 公共交通について知ってもらい、積極的な利用を促すために、「公共交通ガイ

ドブック」の更なる充実を図ります。 

 現在のガイドブックに掲載している情報に加えて、バスの乗り方や駐輪場の位

置、時刻表の調べ方、お得な割引情報、公共交通利用のメリット等のバス利用

のきっかけを創出する情報を追加します。 

 作成したガイドブックは、HP で広く公開するとともに、新規転入者には、転

入手続きの際に、他の書類と合わせて配布します。 

 

取組実施 

主体 
新居浜市 

取組実施 

期間 
2018 年度～2020年度 
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第 6章  目標達成のための事業スケジュール 

1  実施時期 

前述しました取組施策の事業スケジュールを以下に示します。 

 

表 6 事業スケジュール 

 
  

効率よく都市拠点へアクセスするバ

ス路線網の再編

新居浜市

交通事業者

路線バスと連携したデマンドタクシー

への見直し

新居浜市

交通事業者

バス路線間やバス路線・デマンドタク

シー間の乗継を考慮した運賃制度

の検討

新居浜市

交通事業者

快適なバス待ち環境の整備
新居浜市

交通事業者

一目で行き先がわかるバスナンバー

の導入
交通事業者

利便性を高めるバス情報の提供 交通事業者

誰もが使いやすいバリアフリーに対応

した車両の導入
交通事業者

バス停までのアクセス性を高めるサイ

クル＆バスライド
新居浜市

企業が主体となったエコ通勤の実施

市民

交通事業者

新居浜市

健康促進に着目した公共交通転

換の実施

市民

交通事業者

新居浜市

ノーマイカーデーの実施

市民

交通事業者

新居浜市

交通環境学習の実施

市民

交通事業者

新居浜市

公共交通ガイドブックの更新・充実 新居浜市

コンパクトなまちづくりを先

導する公共交通網の形成

便利で使いやすい公共交

通網の形成

市民・交通事業者・行政

の協働による公共交通の

維持

基本方針 実施主体目標 取組施策

都市拠点への公共交通を

利用した外出の増加

生活の様々な場面で公共

交通の利用を増加

三位一体で公共交通を運

営維持

実施スケジュール

2018

年度

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度以

適宜必要に応じて見直し

継続実施

実施

実施

検討

実施

実施

実施

実施

実施

適宜必要に応じて見直し実施検討

適宜必要に応じて見直し実施検討

実施

適宜必要に応じて見直し実施検討

実施検討 適宜必要に応じて見直し
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2  推進体制 

市民・交通事業者・行政が、各々連携を図りながら、地域公共交通網形成計画に基づいて取

組施策を推進し、目指す将来像に近づいていくことが求められます。 

このためには、施策の実施状況やその効果を確認し、必要に応じて施策や計画そのものを見

直し、目指すべき将来像に向かって着実に進んでいくことが必要です。 

そこで、地域公共交通網形成計画の推進を図る体制として、本市の公共交通にかかわる協議

会である「新居浜市地域公共交通活性化協議会」において、計画を推進・進捗管理するものと

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 52 新居浜市地域公共交通活性化協議会の概要 

 

新居浜市地域公共交通活性化協議会 

【協議会の目的】 

地域の実情に応じて乗合運送の形態のサービス水準等について協議を行うとともに、地域

公共交通網形成計画及び地域公共交通の確保・維持・改善に向けた最適な移動手段の提

供等を図るための計画の策定、及び実施・進捗管理に関する協議等を行う 

 

【協議会の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【協議会での検討事項】 

地域の実情に応じた運行形態、運賃、路線、使用車両、運行時刻等 

地域公共交通網形成計画の策定及び実施・進捗管理 

目的を達成するための必要事項 

 

住民・利用者 
・新居浜市連合自治会 

・新居浜市老人クラブ連合会 

・新居浜市女性連合協議会 

・新居浜市社会福祉協議会 

・新居浜商工会議所 

・新居浜市医師会 

・瀬戸内運輸労働組合 

 

行政 
・新居浜市 

・愛媛県東予地方局建設部 

・国土交通省四国地方整備局松

山河川国道事務所 

・新居浜警察署 

・愛媛県東予地方局総務企画部 

・国土交通省四国運輸局愛媛運

輸支局 

交通事業者 
・新居地区旅客自動車協同組合 

・愛媛県ハイヤー・タクシー協

会 

・瀬戸内運輸株式会社 

・愛媛県バス協会 

・四国旅客鉄道株式会社 
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第 7章  計画達成状況の評価と検証の方法 

1  進捗管理 

計画の推進にあたっては、社会環境や市民ニーズ等の変化に合わせて、最適な施策を実施し

ていくためにＰＤＣＡサイクルを取り入れて、目標の進行管理をします。 

具体的には、実施計画の立案・最適化（Plan）、計画的な施策の実施（Do）、目標に対する

達成度の評価と課題・問題点の整理（Check）、改善策の検討（Act）というサイクルで行い、

次年度以降につなげながら計画を推進します。 

目標に対する達成度の評価については、新居浜市地域公共交通活性化協議会おいて毎年度行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 53 地域公共交通網形成計画のPDCAサイクルのイメージ 

 

 

  

ステップアップ 

A 
C 

D 
P 

目指す将来像 

現在の姿 
時間軸 

将来 現在 

A 
C 

D 
P 

A 
C 

D 
P 

A 
C 

D 
P 

ステップアップ 

ステップアップ 
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2 評価と検証に必要なデータなどの収集方法 

計画の進捗や事業による効果、また目標の達成状況の評価・検証に必要な各種データを、関

係者が協力して定期的に収集します。 

 

表 7 評価・検証のために収集するデータと収集方法 

収集する主体 収集データ 収集方法 収集頻度 

せとうちバス 
路線バス利用者数 実績データ 1 年に 1回 

バス路線の収入 実績データ 1 年に 1回 

デマンドタクシー

運行事業者 
デマンドタクシー利用者数 運行記録票 1 年に 1回 

新居浜市 

バスサービス圏 路線網データ 2 年に 1回 

人口関連データ 国勢調査データを利用 5 年に 1回 

市の公共交通に関する補助金額 実績データ 1 年に 1回 

市民の公共交通が必要不可欠な手段

であるという認識率 
アンケート調査 1 年に 1回 

新居浜駅・イオンモール新居浜・住友病

院前・市役所前・東町バス停の総乗降

者数 

乗降調査 1 年に 1回 

 

 



 新居浜市地域公共交通協議会    
地域内フィーダー系統 

事業評価（平成29年度） 

新居浜市基礎データ 

新居浜市における主な公共交通概要 新居浜市の公共交通ネットワーク図 

1 

・平成15年4月に宇摩郡別子山村を編入合併 
・人口 11万9,903人（平成27年10月現在） 
・面積 234.46平方キロメートル   

 新居浜市内のバス路線は、他市からの乗り入れ路線と市内のみの路
線があり、新居浜駅と住友別子病院を結節点として、路線網が形成さ
れている。したがって、新居浜駅から、公共施設や病院・商業施設が
集積している中心市街地内のバス路線は便数も多く、比較的利便性が
高いが、周辺部から中心市街地に移動する場合、結節点である新居浜
駅までのバス路線は便利とは言えない状況となっている。さらに、バ
ス交通を利用できない地域は人口ベースで約４割と高い割合となって
おり、市内の移動は自動車交通に依存している。また、高齢化の進展
により、今後、自動車利用のできない若しくはしない人が増加し、そ
の人たちの移動手段の確保が重要な課題となってくることが明らかで
あることから、既存バスルートの見直しや、周辺部のバス交通空白地
域から新居浜駅までをつなぐ新たな公共交通（デマンド型乗り合いタ
クシー）を導入し、高齢社会に対応し、高齢者などの交通弱者のため
の市内公共交通体系の確保に努めている。デマンド型乗り合いタク
シーについては、平成23年1月から試験運行を実施し、平成２６年１
０月からは本格運行に移行しており、 現在も、改良・改善を加えなが
ら運行を実施している。 
  
○バス 
（幹線） 
・新居浜駅を起点として、市内の主要な施設を経由する民間事業路線 
（フィーダー） 
・バス交通空白地域から新居浜駅等まで結ぶデマンド型乗り合いタク  
 シー 
（その他） 

・別子山地域から中心市街地までを結ぶコミュニティバス  
 
 
 
  

凡　例

公共交通（バス）空白地域

既存バス路線

都市・副都市拠点

フェリー

交通・交流拠点

コミュニティバス等路線バス
を補完する公共交通

渡海船 

地域の交通の目指す姿（事業実施の目的・必要性） 

別添１－２参照 

別紙① 



 新居浜市地域公共交通協議会    
地域内フィーダー系統 

事業評価（平成29年度） 

協議会の構成員 

2 

愛媛県 新居浜市 新居地区旅客自動車協同組合 愛媛県ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ協会 
瀬戸内運輸㈱ 愛媛県バス協会 四国旅客鉄道(株) 新居浜警察署  
新居浜市連合自治会 新居浜市老人クラブ連合会 新居浜市女性連合協議会 
新居浜市社会福祉協議会 新居浜商工会議所 新居浜市医師会  
瀬戸内運輸労働組合 四国運輸局 四国地方整備局松山河川国道事務所 

  

 

前年度の事業評価における課題 

利用者数の更なる増加のため、積極的な広報を行うとともに、
運行日や行き先として指定できる施設の拡大等について検討す
る。 

定量的な目標・効果 

川東エリア、上部東エリア、上部西エリアの合計 
（目標） 
・一日当たりの利用者数5８人、一台当たりの利用者数2.４人、運
行律５８%以上を目標とする。  
（効果） 
・デマンド型乗り合いタクシーを運行することにより、バス交通  
 空白地域の解消が図られるとともに、高齢者などの交通弱者の  
 通院や買い物の移動手段を確保し、誰もが便利に使える公共交  
 通が構築される。  

  

フィーダー系統図 



 新居浜市地域公共交通協議会    
地域内フィーダー系統 

事業評価（平成29年度） 

 
事業実施の適切性 

 

 
「定量的な目標・効果」の達成状況 

 

自己評価 

「定量的な目標・効果」達成のための取組 

3 

・デマンド型乗り合いタクシーの利用促進のため、申し出のあった団体に対し説明会（出前講座）を実施し、要望等ヒアリング
を行った。 
・協議会を（平成２８年１０月から２９年９月の間）４回開催し、下記の項目について協議を行った。 
・（平成２９年１月２４日） ２８年度補助事業に係る事業評価について 
・（平成２９年３月２８日） ２９年度事業計画等について 
・（平成２９年６月２７日） 生活交通確保維持改善計画について 
・（平成２９年９月２９日） デマンドタクシー（上部東エリア）運送区間の見直しについて 
 

・川東エリア、上部東エリア、上部西エリアともに、デマンド型乗り合いタクシーの運行により、高齢者などの交通弱者の通院
や買い物の移動手段が確保されており、生活交通確保維持改善計画に基づく事業が、適切に実施された。 
 

  ・平成2８年10月から平成2９年９月までの一日当たりの利用者数は、５８人の目標に対し７５．６人、一台当たりの利用者数
は２．３人 の目標に対し２．４人、運行率は5８%の目標に対して７３．２％であり、計画に位置付けられた目標を達成している。  
 （川東エリア、 上部東エリア、上部西エリアの合計） 
   したがって、デマンド型乗り合いタクシーの運行により、バス交通空白地域の解消が図られるとともに、高齢者などの交通弱 
  者の通院や買い物の移動手段が確保されている。      
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・利用者数を維持していくため、積極的な広報を行うとともに、運行日や行き先として指定できる施設の整理等について検討する。   
・積極的に出前講座等を実施する。 
・市広報誌等において繰り返し広報を行う。 
  



 新居浜市公共交通活性化協議会    
地域公共交通調査事業（計画策定事業） 

事業評価（平成29年度） 

新居浜市の基礎データ 

新居浜市における主な公共交通概要 
新居浜市の公共交通ネットワーク図 

協議会の構成員 
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愛媛県 新居浜市 新居地区旅客自動車協同組合 愛媛県ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ協会 
瀬戸内運輸㈱ 愛媛県バス協会 四国旅客鉄道(株) 新居浜警察署  
新居浜市連合自治会 新居浜市老人クラブ連合会 新居浜市女性連合協議会 
新居浜市社会福祉協議会 新居浜商工会議所 新居浜市医師会  
瀬戸内運輸労働組合 四国運輸局 四国地方整備局松山河川国道事務所 

  

 

・平成15年4月に宇摩郡別子山村を編入合併 
・人口 11万9,903人（平成2７年10月現在） 
・面積 234.46平方キロメートル   

凡　例

公共交通（バス）空白地域

既存バス路線

都市・副都市拠点

フェリー

交通・交流拠点

コミュニティバス等路線バス
を補完する公共交通

 新居浜市内のバス路線は、他市からの乗り入れ路線と市内のみの路
線があり、新居浜駅と住友別子病院を結節点として、路線網が形成さ
れている。したがって、新居浜駅から、公共施設や病院・商業施設が
集積している中心市街地内のバス路線は便数も多く、比較的利便性が
高いが、周辺部から中心市街地に移動する場合、結節点である新居浜
駅までのバス路線は便利とは言えない状況となっている。さらに、バ
ス交通を利用できない地域は人口ベースで約４割と高い割合となって
おり、市内の移動は自動車交通に依存している。また、高齢化の進展
により、今後、自動車利用のできない若しくはしない人が増加し、そ
の人たちの移動手段の確保が重要な課題となってくることが明らかで
あることから、既存バスルートの見直しや、周辺部のバス交通空白地
域から新居浜駅までをつなぐ新たな公共交通（デマンド型乗り合いタ
クシー）を導入し、高齢社会に対応し、高齢者などの交通弱者のため
の市内公共交通体系の確保に努めている。デマンド型乗り合いタク
シーについては、平成23年1月から試験運行を実施し、平成２６年１
０月からは本格運行に移行しており、 現在も、改良・改善を加えなが
ら運行を実施している。 
 
○バス 
（幹線） 
・新居浜駅を起点として、市内の主要な施設を経由する民間事業路線 
（フィーダー） 
・バス交通空白地域から新居浜駅等まで結ぶデマンド型乗り合いタク  
 シー 
（その他） 

・別子山地域から中心市街地までを結ぶコミュニティバス  
 
 

別紙② 



 新居浜市公共交通活性化協議会  
地域公共交通調査事業 

事業評価（平成2７年度） 

具体的な課題・問題点、事業の目的・必要性 調査事業の概要 

  

協議会における検討状況 
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地域公共交通調査事業（計画策定事業） 
事業評価（平成29年度） 

・地域内の公共交通に関する現況把握 
・地域住民のニーズ把握（住民アンケート） 
・利用実態調査（路線バス・デマンドタクシー利用者アンケート） 
・各調査分析、問題点や課題の抽出・整理 
・新居浜市地域公共交通網形成計画の取りまとめ 

【具体的な課題・問題点】 
・市内各所を結ぶバス路線があるものの、バス交通が利用
できない地域は人口ベースで約４割と高い割合になってお
り、また高齢者人口の割合は全国平均と比べても高く、今
後自動車の利用ができない、若しくはしない人の増加が予
想され、交通弱者の移動手段の確保が課題となっている。 
・近年の人口減少やモータリゼーションの進展により、路
線バスの利用者が減少傾向となっている。 
・路線バスの運行区間で運行本数が多いものの、団子運行
になりやすいため、実際の運行本数に見合った効果的な
サービスの提供となっていない。 
・デマンド型乗り合いタクシーは、バス交通空白地域にお
いて、路線バスや一般のタクシーを補完するものとしての
位置付けであるが、比較的自由度が大きいことから利用者
は急増しており、すみ分けが上手くできていないのではな
いか。また、利用者が増加しているにも関わらず補助額が
増えている。 
 
 
【事業の目的・必要性】 
・まちづくりと連携し、将来にわたって持続可能な公共交
通体系の再構築を目指すため、地域内の公共交通に関する
現況調査に加え、質的な充実に配慮するための地域住民の
ニーズを把握し、事業者や市民と連携しながら取り組みを
進めていく必要がある。 
 

【協議会開催状況（全５回開催予定）】 

開催日 議題 

第１回 平成２９年６月２７日 ・地域公共交通網形成計画とは 

・新居浜市の公共交通に関する動向について 

・アンケート調査について 

第２回 平成２９年９月２９日 ・新居浜市の公共交通に関する現状、問題と課題の把握（アンケート
結果等） 
・課題への対応について 

 

第３回 平成２９年１２月１日 ・目指すべき公共交通のあり方、目標について 

・再編案の検討 

 

第４回 平成３０年１月１９日 

 

・利用促進策の検討 

・地域公共交通網形成計画素案について 

・パブリックコメント実施方針について 



 
 
 

 新居浜市公共交通活性化協議会  

事業の状況 
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地域公共交通調査事業（計画策定事業） 
事業評価（平成29年度） 

都市機能誘導区域 

居住誘導区域 

基幹公共交通軸 

JR新居浜駅を中心に南北を貫き、都市機能誘
導区域内の都市拠点を結ぶ軸を基幹公共交通
軸として位置付ける。 
拠点へのアクセス性や拠点間の周遊性を確保
するための高いサービスを目指します。 

支線軸 

市の郊外部とJR新居浜駅等の拠点を結ぶ軸を
支線軸と位置付ける。 
基幹公共交通軸までアクセスできるようにし拠
点へのアクセスを確保するようにします。 

デマンド交通 

公共交通空白地域では、デマンド型交通によっ
て、基幹公共交通軸や支線軸までアクセスでき
るようにし、拠点へのアクセスを確保するように
します。 

 将来のまちづくりと一体となった、使いやすい持続可能な公共交通網を形成するため、都市機能誘導区域（案）内の都市
拠点を結ぶ「基幹公共交通軸」、郊外部と拠点とを結ぶ「支線軸」を設定し、基幹公共交通軸や支線軸までアクセスする
「デマンド交通」を合わせた３つによるネットワークの形成を目指す。 
 

公共交通のネットワーク 

広域連携軸

基幹公共交通軸

支線交通軸

デマンド交通



  新居浜市公共交通活性化協議会  
地域公共交通調査事業 

事業評価（平成26年度） 

今後のスケジュール 

 
事業実施の適切性 

 

     

自己評価 
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地域公共交通調査事業（計画策定事業） 
事業評価（平成29年度） 

調査結果を受けた計画策定の方針、今後への反映 

【今後の協議会開催予定等】 
 
（平成３０年２月９日～平成３０年２月２８日予定）・パブリックコメント実施期間 
（平成３０年３月）  ・地域公共交通網形成計画案（パブリックコメント反映案）とりまとめ・策定 

 まちづくりと一体となって、継続的に便利で誰もが利用しやすい移動手段を確保するため、全市における総合的かつ効率的な公共交通
体系の再構築を目指す。 
 

基本方針１：コンパクトなまちづくりを誘導する公共交通網の形成  
       ⇒ 効率よく都市拠点へアクセスするバス路線網の再編、デマンドタクシーの見直し など 
基本方針２：生活の様々な場面で公共交通の利用を増加 
       ⇒ 快適なバス待ち環境の整備、一目で行き先がわかるバスナンバーの導入 など 
基本方針３：市民・交通事業者・行政の協働による公共交通の維持 
       ⇒ 健康促進に着目した公共交通転換の実施、交通環境学習の実施 など 
  
  

【基本理念】 いつまでも暮らしやすいまちを支える、使いやすい持続可能な公共交通網の形成 
 
  
  

 新居浜市地域公共交通活性化協議会において協議し、必要に応じて適宜各交通事業者とのヒアリング等を行い、スケ
ジュールに沿って適切に事業を実施できている。 
 



デマンドタクシーこれまでの利用状況（平成２３年１月～平成２９年９月）
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上部西エリア 

上部東エリア 

川東エリア 

・本格運行開始 
 ・時刻表の変更（増便） 

・予約締切時刻の緩和 

・割引制度の充実 

・予約締切時刻の緩和 
 

・利用対象地域の拡大 

・予約締切時刻の緩和 

・通院可能エリアの拡大 
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（％） 

・時刻表の変更 

（６便から８便へ増便） 
※各エリア、平日（１便～６便）、土曜日（１便～５便）は１便当た

りの最大運行台数を２台、平日（７便・８便）は１便当たりの最大

運行台数を１台とし、１日の最大の運行台数は平日４２台（６便

×２台×３エリア＋２便×１台×３エリア）、土曜日３０台（５便×

２台×３エリア）となっている。予約人数や方向等を勘案して、1

台で運行が難しい場合は２台目を出していただく方法をとってお

り、運行率が５０%以上であれば、平均して各便毎日運行してい

ることになる。 

・土曜日（1～5便） 

運行開始 
 


